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おだわら成年後見制度利用促進指針（素案）について 

１ 概要 

(1) 指針策定の趣旨 

小田原市の成年後見制度の利用の促進に関する施策を整理し、総合的かつ計画的に推

進するための方向性や取組内容を示すものです。 

 

(2) 指針の位置づけ 

成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条第１項に規定する基本的な計画に位

置づけるとともに「小田原市地域福祉計画・地域福祉活動計画」「おだわら高齢者福祉介

護計画」「おだわら障がい者基本計画」等と調和を図りながら推進します。 

 

(3) 基本理念 

誰もが権利を守られ 自分らしく安心して暮らし続けることを 地域で支え合うまち 

市民・法律専門職・関係機関・行政等が連携して成年後見制度の利用促進に取り組む

ことにより、誰もが自身の権利と利益が守られ、住み慣れた地域で、安心して自分らし

く暮らすことができるよう、地域での支え合いを促進し、地域共生社会の実現を目指し

ていきます。 

 

(4) 基本目標 

① 制度の理解を深め、利用促進につなげる 

② 相談窓口の整備を行い、適切な支援を行う 

③ 地域連携ネットワークを構築して、支援体制の充実を図る 

 

(5) 利用促進に向けた取組（施策の展開） 

① 成年後見制度の理解の促進 

・市民、地域の支援者、関係機関等を対象とした普及啓発活動 

・普及啓発ツールの作成・活用 

② 相談支援体制の充実 

・相談窓口の整備 

・法律専門職等による専門相談体制の構築 

③ 地域連携ネットワークの構築 

・チームによる対応 

・（仮称）地域連携ネットワーク会議の設置 

・地域連携ネットワークを活かした支援 
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④ 市民後見人の養成・支援 

・市民後見人の養成 

・市民後見人の資質向上に向けた継続的な支援 

⑤ 制度を利用しやすい仕組みづくり 

・後見人の支援 

・適切な後見人等候補者を推薦するための仕組みづくり 

・日常生活自立支援事業からのスムーズな移行 

・市長申立てと利用助成 

⑥ 不正防止に向けた取組 

 

(6) 推進体制 

① 中核機関の設置・運営 

・令和４年度までに中核機関を設置 

② （仮称）成年後見制度利用促進審議会の設置 

・基本理念の実現に向け、成年後見制度の利用促進に向けた取組状況等を調査審議 

 

２ 策定のスケジュール 

時期 項目 

令和２年７月 31日 第１回小田原市成年後見制度利用促進検討委員会 

・委員の委嘱 

・審議事項とスケジュールについて 

・成年後見制度を取り巻く現状と課題について 

・小田原市成年後見制度利用促進指針の策定に向けて 

令和２年 11 月４日 第２回小田原市成年後見制度利用促進検討委員会 

・おだわら成年後見制度利用促進指針（素案）について 

・パブリックコメントの実施について 

令和２年 12 月４日 厚生文教常任委員会報告 

令和２年 12 月 15 日～ 

令和３年 １月 13 日 

パブリックコメントの実施 

令和３年２月（予定） 第３回小田原市成年後見制度利用促進検討委員会 

・パブリックコメントの結果について 

・おだわら成年後見制度利用促進指針（最終案）について 

令和３年３月（予定） 指針策定 
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 第１章 指針の策定にあたって 

第１節 指針策定の趣旨 

成年後見制度とは、認知症、知的障がい、精神障がい等の理由で判断能力が十分でないことによ

り、財産管理や契約行為などの日常生活に支障がある人に対し、家庭裁判所によって選任された成

年後見人等が、身の回りに配慮しながら財産の管理や福祉サービス等の契約を行い、本人の権利を

守り生活を支援する制度です。 

認知症等があることにより、日常生活に支障がある人たちを社会全体で支え合うことが、高齢社

会における喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現に資するものです。成年後見制度はこれらの

人たちを支える重要な手段ですが、十分に利用されていません。 

 

こうした状況を踏まえ、国では、成年後見制度の利用の促進に関する法律が平成 28（2016）年５

月に施行されました。同法律において、市町村の講ずる措置等が規定され、市町村は、国が定める

成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進

に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるものとされました。 

本市においても、今後、成年後見制度の利用が必要となる人の増加が見込まれ、そうした人への

支援や制度の理解を進める対応が更に必要になることから、成年後見制度の利用の促進に関する施

策を整理し、総合的かつ計画的に推進するため、本指針を定めるものです。 

 

〇成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28（2016）年５月施行） 

成年後見制度の利用の促進について、基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務等を明ら

かにし、並びに基本方針その他の基本となる事項を定めること等により、成年後見制度の利用

の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に制定された法律です。 

 

〇成年後見制度利用促進基本計画（平成 29（2017）年３月閣議決定） 

成年後見制度の利用の促進に関する法律第 12 条第１項に基づき、成年後見制度の利用の促

進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策定された計画です。 

 

〇認知症施策推進大綱（令和元（2019）年６月閣議決定） 

認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実

現を目指し、「共生」と「予防」を車の両輪として認知症施策の推進を図るために策定された大

綱です。本大綱の中で、成年後見制度の利用促進については、全国どの地域に住んでいても、

成年後見制度を必要とする人が制度を利用できるよう、「成年後見制度利用促進基本計画」に

基づく市町村の中核機関の整備や市町村計画の策定を推進することとしています。 
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第２節 指針の位置付け 

本指針は、成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条第 1 項に規定する基本的な計画に位

置づけるとともに、関連する「小田原市地域福祉計画・地域福祉活動計画」「おだわら高齢者福祉介

護計画」「おだわら障がい者基本計画」等と調和を図りながら推進します。 

また、本指針の基本的な考え方や施策については、令和４（2022）年度から令和８（2026）年度

までを期間とする「第４期小田原市地域福祉計画・地域福祉活動計画」の一部に位置付け、権利擁

護施策の一体的な整備を図ります。 
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 第２章 成年後見制度の利用に関する現状と課題 

第１節 全国的な現状と課題 

総務省の人口推計によると、成年後見制度がスタートした平成 12（2000）年の高齢者人口は約

2,201 万人、高齢化率は 17.4％でした。平成 30（2018）年時点では、高齢者人口は約 3,558 万人で

約 1,357 万人増加し過去最多、高齢化率は 28.1％で過去最高となりました。「団塊の世代」が 75 歳

以上となる令和７（2025）年には、約 3,677 万人に達すると見込まれ、令和 24（2042）年には約

3,935 万人でピークを迎え、その後は減少に転じると推計されています。 

認知症高齢者数の推計では、平成 24（2012）年の約 462 万人から、令和７（2025）年には約 700

万人に増え、その先もさらに増加することが見込まれています。 

障がい者手帳所持者のうち、療育手帳所持者は平成 15 年（2003）年の約 64 万人から、平成 30

（2018）年には約 112 万人と約 48 万人増加し、精神障害者保健福祉手帳所持者は平成 15（2003）

年の約 36 万人から、平成 30（2018）年には約 106 万人と約 70 万人増加しています。障がい者手

帳所持者数が増加した要因の一つとしては、障がい者手帳に対する認知度が高まったことが挙げら

れています。また、精神疾患の患者数の増加については、長時間労働や高齢社会などの社会のあり

方が影響し、うつ病や認知症などの疾患が増加していることも挙げられます。 

 

このように今後、認知症の高齢者や障がい者等の増加が見込まれ、成年後見制度の必要性はさら

に高まると考えられます。成年後見制度の利用者数は年々増加していますが、平成 30（2018）年の

利用者数は全国で約 21 万人であり、認知症の高齢者や障がい者等の数と比較すると、成年後見制

度の利用が必要な人に制度が十分に利用されているとは認められない状況にあるといえます。 

 

成年後見制度の類型別利用者数を見ると、「後見」の割合が約８割となっており、判断能力低下の

度合いが低い「保佐」や「補助」の割合が約２割となっています。これらの状況からは、社会生活

上の大きな支障が生じない限り成年後見制度があまり利用されていないとも考えられます。「後見」

は、本人を保護する機能が強い反面、本人の行為能力を包括的に制限し、また本人の意思を反映さ

せることが難しい制度です。他方、補助や任意後見は、本人の行為能力の制限を最小限にとどめ、

本人の意思を最大限尊重することを可能にしうる制度です。今後は、「保佐」や「補助」などの類型

の一層の活用が課題となっています。 

 

後見人による本人の財産の不正使用を防ぐ観点から、親族よりも法律専門職等の第三者が後見人

に選任されることが多くなっていますが、第三者が後見人になるケースの中には、意思決定支援や

身上保護等の福祉的な視点に乏しい運用がなされているものもあると指摘されています。 

また、後見等の開始後に、本人やその親族、後見人を支援する体制が十分に整備されていないた
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め、これらの人からの相談については、後見人を監督する家庭裁判所が事実上対応していますが、

家庭裁判所では福祉的な観点から本人の最善の利益を図るために必要な助言を行うことが難しく、

利用者が成年後見制度を利用するメリットを実感できないといった課題もあります。 
 

●国内における人口の状況及び推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：平成 27（2015）年までは総務省「国勢調査」、平成 30（2018）年は総務省「人口推計」（平成 30（2018）年 10 月 1日確定値）、

令和 2（2020）年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」の出生中位・死亡中位仮

定による推計結果 

（注）平成 30（2018）年以降の年齢階級別人口は、総務省統計局「平成 27 年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口（参

考表）」による年齢不詳をあん分した人口に基づいて算出されていることから、年齢不詳は存在しない。なお、昭和 25（1950）

年～平成 27（2015）年の高齢化率の算出には分母から年齢不詳を除いている。 

 

●認知症の高齢者数の推計 

年 
平成 24 年 

(2012 年) 

平成 27 年 

(2015 年) 

令和 2年 

(2020 年) 

令和７年 

(2025 年) 

令和 12 年 

(2030 年) 

令和 22 年 

(2040 年) 

令和 32 年 

(2050 年) 

令和 42 年 

(2060 年) 

各年齢の認知症有病

率が一定の場合の将

来推計人数/（率） 462 万人 

15.0％ 

517 万人 

15.7％ 

602 万人 

17.2％ 

675 万人 

19.0％ 

744 万人 

20.8％ 

802 万人 

21.4％ 
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21.8％ 

850 万人 

25.3％ 

各年齢の認知症有病

率が上昇するの場合の

将来推計人数/（率） 

525 万人 

16.0％ 

631 万人 

18.0％ 

730 万人 

20.6％ 

830 万人 

23.2％ 

953 万人 

25.4％ 

1,016 万人 

27.8％ 

1,154 万人 

34.3％ 

※資料：「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成 26（2016）年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 

九州大学 二宮教授）による速報値 
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●知的障がい者数・精神障がい者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：厚生労働省 福祉行政報告例、衛生行政報告例 

 

 

 

 

 

※資料：厚生労働省 福祉行政報告例、衛生行政報告例 

 

●成年後見制度の類型別利用者数について 

 

※資料：最高裁判所 成年後見関係事件の概況 
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第２節 本市の現状と課題 

本市の平成 30（2018）年時点の高齢者は 56,246 人、高齢化率は 29.3％となっています。今後、

「団塊の世代」が 75 歳以上となる令和７（2025）年には高齢者が約 5.8 万人、高齢化率は 31.5％、

「団塊のジュニア世代」が高齢者になる令和 22（2040）年には高齢者が約 5.9 万人、高齢化率は

36.9％になる見通しで増加傾向です。 

また、要支援・要介護認定者の「認知症高齢者の日常生活自立度」における判定結果でⅡ～M の

ランクと判定された、日常生活に支障を来たすような何らかの認知症状がある人は、平成 27（2015）

年は 5,053 人、平成 30（2018）年は 5,795 人で増加傾向にあり、今後も認知症により日常生活に支

障をきたす高齢者が増加することが見込まれます。 

 

平成 15（2003）年の療育手帳所持者は 989 人、精神障害者保健福祉手帳所持者は 213 人、平成

30（2018）年の療育手帳所持者は 1,676 人、精神障害者保健福祉手帳所持者は 1,231 人となってお

り、手帳所持者の数は増加傾向にあります。 

障がい者支援では、障がいの種別や重さ、生活環境など、個別の状況を踏まえた長期にわたる意

思決定支援、身上保護を行うことが必要です。障がいのある子の保護者は、自身で子の支援ができ

なくなった場合に、福祉サービス等、本人の意思を尊重し、安心して安定した生活が送られるよう

支援が継続されていくかが、大きな不安となっています。 

また、精神科病院等に入院している方や施設に入所している方が退院して、地域に戻ってからも、

本人らしく生活が送れるよう、適切に支援していくことが重要となっています。 

 

平成 30（2018）年時点の本市の成年後見制度利用者数は 507 人いますが、認知症等により日常

生活に支障を来たすような何かしらの症状がある高齢者数が 5,795 人いることを踏まえると、成年

後見制度が十分に利用されているとは認められない状況にあるといえます。 

成年後見制度の類型別利用者数は、全国的な傾向と同様で「後見」の割合が約 8 割となっており、

社会生活上大きな支障が生じるまで制度の利用がされていないとも考えられます。 

令和 2（2020）年に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、「成年後見制度の名前

を知っているが、制度を知らない」「名前も知らない」と回答した人の割合が過半数を超えており、

制度の認知が十分でないことが伺えます。 

 

後見等の開始の申立ては、本人若しくは親族が行うことが原則ですが、独居高齢者の増加や家族

関係の希薄化等、申立者の不在により、市長申立ての件数は増加傾向にあり、近年は年間 20 件前

後実施しています。今後も、特に高齢者において市長申立てのニーズは増加することが見込まれま

すが、成年後見制度の利用の必要な人が埋もれないよう、市長申立てにつなぐまでの関係者との更

なる連携が必要です。 

成年後見制度の利用に必要な申立費用や後見人等への報酬などの経費は、申立人や本人が負担す
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ることが原則ですが、経済的に費用負担が難しい場合は、市長申立により被後見人等となった方に

限って、市がその費用を負担しています。今後は、費用負担が困難なことから、成年後見制度を利

用できないといったことが無いよう、市が費用負担する対象範囲の見直しが必要です。 

 

●総人口と高齢者人口及び高齢化率の推移 

 

※平成 12（2000）年度は国勢調査、その他は小田原市の調べによるもの。 

各年度 10 月１日現在、令和３（2021）年度以降は平成 30（2018）年 10 月 1 日現在の小田原市人口統計を基礎として、国立社会保

障・人口問題研究所の出生率、死亡率を踏まえ算出。 

  

13,480 15,566 17,875 20,505 23,056 25,176 28,155 29,855 34,756 33,161 
20,039 21,535 23,021 25,067 25,578 28,347 28,091 27,456 23,262 26,291 

166,654 162,189 158,055 152,769 148,781 141,121 135,493 131,389 126,442 101,644 
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（2040）

75歳以上 65歳～74歳 ０～64歳 高齢化率

（人） （％） 推計値 実績値 
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●要支援・要介護認定者の認知症高齢者数の推移 

 

※出典：小田原市の調べによる。各年度４月１日現在。 

介護保険事業状況報告（月報）における要支援・要介護認定者数確定後に認定結果が出た者等が含まれるため、同日時点の

介護保険事業状況報告（月報）における要支援・要介護認定者数とは差異が生じている。 

認知症高齢者の日常生活自立度の判定基準 

区分 状   態 

Ｍ 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。 

Ⅳ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。 

Ⅲ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが見られ、介護を必要とする。 

Ⅱ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。 

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。 

※出典：厚生労働省 

  

157 172 174 186 
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1,696 1,803 1,921 1,991 
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4,000

6,000

8,000

10,000

平成27年度

（2015）

平成28年度

（2016）

平成29年度

（2017）

平成30年度

（2018）

Ｍ Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 自立 転入による継続認定等

（人） 
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●知的障がい者数・精神障がい者数の推移 

 

※出典：小田原市の調べによる。各年度４月１日現在。 

●成年後見制度の類型別利用者数 

≪小田原市≫（高齢者人口 56,111 人）   ≪神奈川県≫（高齢者人口 2,288,304 人） 

（単位：％ n=507）            （単位：％ n=15,823） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：横浜家庭裁判所資料 

（１）成年後見制度の利用者とは、後見開始、保佐開始又は補助開始の審判がされ、現に成年後見人等による支援をうけている成年

被後見人、被保佐人及び被補助人並びに任意後見監督人選任の審判がされ、現に任意後見契約が効力を生じている本人をいう。 

（２）本資料は、平成 30（2018）年 12 月末時点で横浜家庭裁判所が管理している利用者数を集計したものであるが、その数値は自

庁統計に基づく概数であり、今後の集計整理により異同訂正が生じることがある。 

（３）（２）の利用者数には、住所地が神奈川県内の利用者であっても、横浜家庭裁判所以外の家庭裁判所以外の家庭裁判所が管理し

ている者の数は含まれない。また、横浜家庭裁判所が管理している利用者であっても、住所地が神奈川県内外の者の数は計上

していない。 

（４）利用者の住所地は、事件記録上明らかとなっている住所地である。利用者が実際に居住している場所や事件記録上明らかとなっ

ていない住民票所在地を反映しているものではない。 

989 1,126
1,299 1,394 1,518

1,676

213

390

587
747

942

1,231

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成15年

(2003)

平成18年

(2006)

平成21年

(2009)

平成24年

(2012)

平成27年

(2015)

平成30年

(2018)

療育手帳所持者数 精神保健福祉手帳所持者数

（人） 

後見

81.9 

保佐

14.0 

補助

3.2 

任意後見

1.0 

後見

79.1

保佐

14.9

補助

4.3

任意後見

1.7



 - 10 -  

 

●成年後見制度の認知度 

（単位：％ n=5,420） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：小田原市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 問 66「成年後見制度を知っていますか」 

小田原市在住の 65 歳以上の人で、要介護１～５の認定を受けていない人から圏域別に無作為抽出 

（令和元（2019）年 11 月 15 日現在） 

●市長申立て件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：小田原市の調べによる。各年度４月１日現在。 
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名前も知らない
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第３節 成年後見制度の利用促進に関するアンケート調査結果（抜粋） 

成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関する事項について検討

するため、市内にある介護サービス事業所や地域包括支援センター、障がい者施設に対し、成年後

見制度の利用促進に関するアンケート調査を実施しました。 

【調査期間及び調査対象等】 

・調査期間：令和２（2020）年４月１日から４月３０日まで 

・調査方法：電子メールによる配布・回収 

事業所 調査対象数（件） 回答数（件） 割合（％） 

高 

齢 

福 

祉 

分 

野 

居宅介護支援事業所 53 30 56.6 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 9 5 55.5 

介護老人保健施設 5 4 80.0 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム） 16 4 25.0 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 17 11 64.7 

小規模多機能型居宅介護（看護小規模多機能型居宅介護を含む） 7 3 42.9 

医療機関地域医療連携室 9 7 77.8 

地域包括支援センター 12 12 100.0 

障
が
い
福
祉
分
野 

療養介護 2 1 50.0 

施設入所支援 4 4 100.0 

共同生活援助 17 15 88.2 

精神科病院 2 2 100.0 

特定相談支援事業所 13 13 100.0 

合 計 166 111 66.9 

【アンケート調査の回答から見えてきた現状】 

１ 成年後見制度の認知度について 

成年後見制度を利用している人がいる事業所は、72.1％（80 件）と高く、多くの事業所が成年後

見制度の利用に関わっていました。制度の理解・認知度の回答については、「よく知っている」と回

答した事業所が 36.9％（41 件）で、成年後見制度に関わりはあるものの、制度が事業所に十分に

理解・認知されていないことが分かりました。 

●成年後見制度利用者の有無          ●成年後見制度の認知度 

（単位：％ n=111）              （単位：％ n=111） 

 

 

 

 

 

 

 

いる

72.1

いない

27.9

よく知っている

36.9

少し知っている

61.3

あまりわからない

1.8
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２ 成年後見制度の潜在的なニーズについて 

成年後見制度を利用していない人のうち、後見人等が必要な人がいると回答した事業所が 71.2％

（79 件）と成年後見制度の潜在的なニーズがありました。主なニーズとしては、財産管理が最も多

く、次いで診療や介護・福祉サービスの契約に対する支援となっています。 

●成年後見制度等が必要な支援対象者 ●後見人等が必要な理由 

の有無（単位：％ n=111）      （単位：％ n=79） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 成年後見制度の相談先について 

成年後見制度の相談を受けた場合、半数以上が他機関を紹介して対応していました。紹介先は、

家庭裁判所や弁護士をはじめとした法律専門職、地域包括支援センターや計画相談支援事業所など

の介護・障がい福祉分野、市役所や社会福祉協議会と、多岐にわたっています。 

●成年後見制度の相談の対応方法   ●他の機関の紹介先 

（単位：％ n=102）        （単位：％ n=178） 
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年金搾取などの経済的虐待からの保護
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身体・心理・ネグレクト虐待等の保護
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４ 後見人等との連携における課題について 

後見人等と連携をとる際の課題として、「後見人等による定期的な訪問がなく、連携が取りづら

い」との回答が 29.6％（16 件）でした。本人の意思決定支援・身上保護を重視した支援を進めてい

く上では、後見人等を含めた支援者間の連携が大きな課題となっています。 

●後見人等との連携における課題 

（単位：％ n=54） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 市の取組に期待すること 

市の取組に期待することとして、「申立て手続きについての相談支援」、「低所得者への利用費用

の助成」、「市長による成年後見制度申立て」の回答が多く、事業所から本市に申立ての支援を期待

されていることが分かります。 

●市の取組に期待すること 

（単位：％ n=54） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

29.6
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13.0 

9.3

5.6

3.7

18.5

後見人等による定期的な訪問（概ね月１回以上）がなく、連携がと

りづらい
本人に必要な支援に係る意思決定や支出について、合意を図ること

が難しい
後見人等がいても、金銭管理を施設等が行っている状況にある

ケース会議への出席依頼をしてよいかがわからない

後見人等との連絡がなかなかつかない

ケース会議への出席を依頼するが、なかなか出席してもらえない

その他

後見人等による定期的な訪問（概ね月１回以上）がなく、連携がとりづらい 

本人に必要な支援に係る意思決定や支出について、合意を図ることが難しい 

後見人等がいても、金銭管理を施設等が行っている状況にある 

ケース会議への出席依頼をしてよいかがわからない 

後見人等との連絡がなかなかつかない 

ケース会議への出席を依頼するが、なかなか出席してもらえない 

その他 
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制度に関する講演会等の開催

市民後見人の養成

その他



 - 14 -  

 

 第３章 基本理念等 

第１節 基本理念 

市民・法律専門職・関係機関・行政等が連携して成年後見制度の利用促進に取り組むことにより、

誰もが自身の権利と利益が守られ、住み慣れた地域で、安心して自分らしく暮らすことができるよ

う、地域での支え合いを促進し、地域共生社会の実現を目指していきます。 

 

誰もが権利を守られ 自分らしく安心して暮らし続けることを 地域で支え合うまち 

 

 

第２節 基本目標 

基本理念の実現に向けて、次の３つの基本目標を掲げ、施策を推進していきます。 

 

基本目標１ 制度の理解を深め、利用促進につなげる 

成年後見制度への理解がより一層深まるよう普及啓発を行います。本人や家族だけではなく、地

域の支援者や関係機関にも周知していきます。成年後見制度が本人の生活を守り、権利を守る重要

な手段であることを伝え、制度が適正に利用されるよう、利用促進に取り組みます。 

 

基本目標２ 相談窓口の整備を行い、適切な支援を行う 

本人や家族が成年後見制度について気軽に相談できるよう、また、早期に必要な支援につなぐこ

とができるよう、地域の支援者や関係機関等が制度の利用が必要な人を発見した際の相談先として、

成年後見制度に係る相談窓口を整備します。 

さらに、後見人等による財産管理中心の支援だけではなく、本人の意思決定支援や身上保護の側

面も重視した、権利擁護の必要な人の特性に応じた適切な活動ができるよう後見人支援に取り組み

ます。 

 

基本目標３ 地域連携ネットワークを構築して、支援体制の充実を図る 

成年後見制度の利用が必要な人を早期に発見し、必要な支援につなげるため、法律専門職や地域

の支援者、関係機関等とのネットワークを構築し、地域の資源を有効活用できる仕組みづくりを進

めるほか、地域の新たな権利擁護の支援者として市民後見人の養成に取り組みます。 
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第３節 施策の体系 
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地域で支え合うまち 

１ 制度の理解を深め、利用促進につなげる 

２ 相談窓口の整備を行い、適切な支援を行う 

３ 地域連携ネットワークを構築して、支援体制の充実を図る 

基 

本 

目 

標 

１ 成年後見制度の理解の促進 

２ 相談支援体制の充実 

３ 地域連携ネットワークの構築 

４ 市民後見人の養成・支援 

５ 制度を利用しやすい仕組みづくり 

６ 不正防止に向けた取組 

施 
 

 

策 
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 第４章 利用促進に向けた取組（施策の展開） 

第１節 成年後見制度の理解の促進 

多くの市民にとって、成年後見制度はどのようにしたら利用できるのか、何をしてもらえるのか

などが知られておらず、身近な制度とは言えません。介護や障がい福祉分野の支援者からも十分に

理解できていないといった声があります。誰に、何を知っていただくことが必要なのかを考え、対

象者別に周知を行うことが必要です。 

成年後見制度の理解を促進するため、地域の支援者（民生委員や自治会等）や、関係機関（介護

や障がい福祉分野の事業所、医療機関、行政職員等）をはじめ、全ての市民に対して成年後見制度

や相談体制等について幅広く周知します。 

成年後見制度の理解が進むことで、本人、あるいは本人に身近な人が成年後見制度を必要として

いる人に気づくことができ、迅速な相談支援につなげることができます。 

また、社会生活上の大きな支障が生じない限り、なかなか成年後見制度の利用に至らないといっ

た現状があるため、本人の意思がより尊重されやすい保佐・補助類型や任意後見制度を含め、本人

のニーズに合った早期からの支援が行われるよう、普及啓発を行っていきます。 

 

【主な取組】 

①市民を対象とした普及啓発活動 

・市民を対象とした講演会を開催するほか、地域での出前講座等を実施し、普及啓発を行い

ます。 

・市民後見人の養成を通じて、成年後見制度について理解を深め、市民の共助の精神を醸成

し、制度が必要な人に気づき支え合える社会の実現に向け取り組みます。 

 

②地域の支援者や関係機関等を対象とした普及啓発活動 

・地域の支援者や関係機関向けの講演会や、成年後見制度の研修会等を開催し、普及啓発に

取り組みます。 

・高齢者福祉分野、障がい福祉分野に限らず、広く福祉分野に関係する行政職員に対し、研

修を実施します。 

 

③普及啓発を推進するためのツールの作成・活用 

・手に取りやすく、成年後見制度の概要やメリットなどが理解できる 

パンフレット等のツールを、法律専門職等と連携し、作成します。 

・ホームページや広報等を活用し、成年後見制度や相談窓口について 

情報発信を行います。 
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第２節 相談支援体制の充実 

これまで、本市には、成年後見制度の利用相談について専門的に対応できる窓口がありませんで

した。また、成年後見制度の利用を必要としている人の中には、自ら相談に行くことができず、支

援を求めることが難しいことがあります。 

そこで、本人や家族、本人の身近な人が気軽に成年後見制度について相談できるよう、相談窓口

を整備します。専門的な相談窓口が明確化されることで、より迅速に相談支援へ結びつく環境を整

えます。 

自発的に窓口で相談することが難しい人に対しては、地域の支援者や関係機関等と連携して、成

年後見制度を必要とする人を把握し、円滑な支援に結びつけられるよう、訪問による相談支援につ

いて検討します。 

また、対象者の抱えている課題の専門性に対応できるよう、法律専門職等と連携した相談体制を

構築します。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初回相談 

課題の整理と 

対応方法 

の検討 

申立てに 

向けた支援 

専門職と 

連携した 

相談支援 

成年後見制度だけでなく、広く権利擁護

の問題も含め相談を受け付けます。 

アセスメントし、制度の利用を含

め対応法を検討します。制度以外

の支援が必要な場合は、関係機関

と連携し引き続き支援します。 

申立て手続きの方法や書類の記載等につ

いて助言し、申立てが円滑にできるよう支

援します。 

法律や福祉の専門職と連携して

専門的観点から多角的に検討し

支援します。 

成年後見制度の相談支援の流れ（イメージ） 
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【主な取組】 

①相談窓口の整備 

・本人や家族、関係機関等が、成年後見制度について気軽に相談できる窓口を整備し、必要

な支援につなげます。 

・成年後見制度の利用が必要な場合、本人や親族が申立てを行う際の手続きや必要書類の収

集方法等について助言し、申立てが円滑に進むよう支援します。 

・成年後見制度の利用が必要ないと判断された場合も、他の権利擁護の支援が必要ないか検

討し、切れ目のない相談支援を行います。 

・地域の支援者や関係機関等が成年後見制度の利用が必要な人を発見しても、自発的に相談

することが難しい人や、相談に来ることを躊躇している人がいます。そうした人への訪問

による相談支援について検討します。 

 

②法律専門職等による専門相談体制の構築 

・対象者の抱えている課題の専門性に対応できるよう、法律や福祉の専門職と連携して、専

門的観点から多角的に支援できる体制を構築します。 
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第３節 地域連携ネットワークの構築 

成年後見制度の利用が必要な人を支える支援者等や後見人等が互いに連携し「チーム」を形成す

ることで、日常的な本人の見守り、本人の意思決定支援、身上保護を重視した支援を行います。 

「チーム」がより円滑に機能するよう、また、当事者の声を反映し、本人に寄り添った支援を行

えるよう、会議体を設置し、支援体制や地域の課題、連携のあり方を検討します。 

そうした支援者間の連携の積み重ねにより、地域の支援者や関係機関等との既存のネットワーク

に加え、法律専門職等の新たな関係者を含む地域連携ネットワークが構築され、地域全体の見守る

力が高まります。その結果、地域全体の見守り体制の中で、成年後見制度の利用が必要な人に早く

気付くことができ、成年後見制度の利用に関する早期の支援につながることが期待できます。 

 

【主な取組】 

①チームによる対応 

・成年後見制度の利用が必要な人に対して、後見開始前は本人に身近な親族、医療、介護、

福祉、地域の支援者等が、後見開始後には、これに後見人等が定例的に加わる形で「チー

ム」を形成します。その「チーム」で、日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を把握

し、必要な支援を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家族・親族 

介護サービス事業者・ 

障害福祉サービス事業者 

相談支援専門員 

介護支援専門員・ 

相談支援専門員 

民生委員・ 

ボランティア 

金融機関 

商店街 

大家・不動産 

チーム 

本人 

必要に応じて 

医療機関 

・ 

・ 

・ 

チームは、日常的に本人を見守り 

本人の意思決定支援、身上保護を 

重視した支援を行う。 

後見開始後には後見人等が加わる。 

後見人等 
地域包括支援センター 

障がい者総合相談 

支援センター 
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②（仮称）地域連携ネットワーク会議の設置 

・「チーム」がより円滑に機能するよう、成年後見制度に関係する支援者等が、連携のあり方

や地域の課題を共有し、支援体制について検討する会議体を設置します。 

・地域連携ネットワークを活用し、成年後見制度を利用している当事者の声を吸い上げ、本

市の支援体制に当事者の思いを反映させます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事務局：中核機関 

チーム 

本人 

後見人等 

チーム 

本人 

後見人等 

チーム 

本人 

後見人等 

本人の 
思い 

（仮称）地域連携ネットワーク会議 

・チームが円滑に機能するよう連携のあり方や地域

の課題を共有し、地域連携ネットワークの構築に

ついて検討する。 

・当事者の声を吸い上げ、支援体制に反映させる。 

こうしたら 
もっと本人のためになる 

ああしたら 
さらに連携しやすい 

成功体験 

経験 
課題 

強み 

つながり 

チーム 

チーム 

チーム 
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③地域連携ネットワークを活かした支援 

・地域連携ネットワークをコーディネートする中核的な役割を担う機関を設置します。 

・地域の支援者や関係機関等との既存のネットワークを活用するとともに、法律専門職や金

融機関など新たな関係機関との連携及び情報共有を推進し、個人情報の取扱に配慮しつつ、

成年後見制度の利用が必要な人の意思決定支援、身上保護を重視した支援を行います。 

・既に行われている会議体（地域ケア会議・サービス担当者会議・自立支援協議会等）を活

用し、多くの関係者との連携を強化し、チームへの支援を行います。 

・こうした支援者間の連携を積み重ねていくことで、地域連携ネットワークを構築・強化し、

地域全体の見守る力を高めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域包括支援センター 

介護サービス事業者 

障害福祉サービス事業者 

相談支援専門員 

弁護士 

司法書士 

社会福祉士 

介護支援専門員・ 

相談支援専門員 

行政書士 

医療機関 

家庭裁判所 

家族・親族 

地区社協 

商店街 

民生委員・ 

ボランティア 

小田原市 

市社会福祉協議会 

自治会 

金融機関 

障害者総合相談 

支援センター 

地域連携ネットワークの構築・強化 

中核機関 
・ネットワークの連携強化 

・支援が必要な方の早期発見 

・チームへの支援 

・地域連携ネットワーク 

会議の開催 
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第４節 市民後見人の養成・支援 

今後、認知症高齢者等の増加により、成年後見制度利用の需要は一層高まるものと見込まれてい

ます。そうした時代の要請に応えるため、市民後見人を養成し成年後見等の担い手の確保を推進す

るとともに、市民後見人の支援に努めます。 

市民後見人の養成を通じて、成年後見制度について理解を深め、市民の共助の精神を醸成し、た

とえ認知症等になったとしても安心して暮らし続けることができる地域共生社会の実現を目指し

ます。 

市民後見人は、同じ市民の立場で本人に寄り添い、地域の実情を熟知した上で、その実情に即し

て本人の意思をより丁寧にくみ取って後見活動を進めていくことが期待されます。 

 

【主な取組】 

①市民後見人の養成 

・市民後見人養成講座（基礎研修・実践研修）を開催し、法律専門職等と連携し市民後見人

の養成に努め、家庭裁判所と連携して市民後見人の選任に向けた取組を進めます。 

 

②市民後見人の資質向上に向けた継続的な支援 

・養成した市民後見人に対し、資質の維持・向上のため、技術的な助言や相談、研修など、

継続的な支援を行います。 

・社会福祉法人による法人後見の受任体制を充実するよう働きかけ、市民後見人養成の場と

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭裁判所 

・研修への講師派遣 

・市民後見人の選任 

市民後見人養成のイメージ図 

市民 

 

申
込 

基礎研修（座学中心） 

実践研修（座学＋体験学習）  

修
了
者
登
録 

市民後見人バンク 

・研修修了者を登録する。 

・登録者の中から後見人等 

候補者を家庭裁判所に 

推薦する。 

継続的な支援 

・研修修了者の知識、能力、モチ

ベーションを維持するためフォ

ロー研修を実施 

・受任した後見人の実務上の相談

に応じる。 

法律専門職等 

・研修への講師派遣 

・市民後見人への助言等 

協
力 

協
力 
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第５節 制度を利用しやすい仕組みづくり 

成年後見制度の利用が一層促進されるよう、後見人が活動する上での困りごとを解決するための

支援や、成年後見制度を利用する上での障壁を取り除くなど、利用しやすい仕組みづくりを進めま

す。 

 

【主な取組】 

①後見人の支援 

・法律専門職等と連携し、後見人等や「チーム」からの相談に応じ、円滑に活動が行われる

よう支援します。 

・親族後見人の後見活動への不安を軽減するため、家庭裁判所と連携し、親族後見人同士の

ネットワークを構築するとともに、家庭裁判所へ提出する書類作成に対し助言を行います。 

・本人のニーズと後見人が持っている専門性・強みが異なる場合や、後見人等の都合などで

後見人等交代のニーズが発生した場合は、家庭裁判所と連携し、後見人等の交代も含め必

要な措置が行われるよう対応します。 

 

②適切な後見人等候補者を推薦するための仕組みづくり 

・市長申立て事案については、成年後見制度の利用や申立ての必要性、適切な後見人等候補

者を推薦するための会議を開催し、制度の利用が必要な人の課題やニーズを把握し、適切

な候補者を家庭裁判所に推薦します。 

・市長申立て以外の事案に係る候補者の推薦については、今後の国の動向や本市における成

年後見等に関する申立状況も踏まえ、対象範囲や実施時期について検討します。 

 

③日常生活自立支援事業からのスムーズな移行 

・日常生活自立支援事業は、高齢者や障がいのある方等の権利擁護を図るため、本人との契

約に基づき、日常的な金銭管理や重要書類の預かり等を行う事業です。この事業の対象者

の判断能力が低下した場合に、本人に必要な支援が行われるよう成年後見制度へのスムー

ズな移行を検討します。 

 

④市長申立てと利用助成 

・成年後見制度の利用が必要であるにも関わらず申立者が不在の場合は、市長による申立て

手続を引き続き実施していきます。 

・生活に困窮している方が成年後見制度を円滑に利用することができるよう、申立てに係る

費用や後見人等の報酬に係る費用について助成する制度のあり方を検討します。 
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第６節 不正防止に向けた取組 

成年後見制度が、成年後見制度の利用が必要な人にとって安心かつ安全な制度となるためには、

不正事案の発生を未然に防止する仕組みづくりが重要となります。 

第４章第１節から第５節に記載した取組を実施し、地域連携ネットワークや「チーム」での見守

り体制が構築されることで、後見人等が孤立することなく、日常的に相談できる環境が整備され、

不正の発生を未然に防止することにつなげます。 

仮に、後見人等の不適切な行為が把握された場合や情報提供があった場合は、家庭裁判所と連携

して必要な対応を行います。 
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 第５章 推進体制 

第１節 中核的な役割を担う機関の設置と適正な運営 

基本理念の実現を図るためには、権利擁護支援を必要とする人を適切な支援に結びつけ、本人の

意思決定支援・身上保護を重視した制度の運用を進めていく中核的な役割を担う機関が必要です。 

市が設置主体となり、市域を区域とした中核機関を設置し、成年後見制度の普及啓発を行うほか、

制度利用や後見活動等に関する相談窓口を設ける等、当該制度の利用促進を図るための取組を進め

ていきます。 

また、（仮称）成年後見制度利用促進審議会を設置し、成年後見制度の利用上の課題を把握し、今

後の取り組むべき施策や方向性についての検討を行うとともに、中核機関が適正かつ円滑に運営さ

れるよう協議します。 

 

【主な取組】 

①中核機関の設置・運営 

・令和４（2022）年度までに中核機関を設置し、成年後見制度の利用が必要な人や支援者を

支援する体制を整備し、第４章に記載している施策を段階的・計画的に実施します。 

・中核機関を委託により運営する場合は、業務の中立・公正性の確保に留意しつつ、専門的

業務に継続的に対応する能力を有する法人を市が適切に選定します。 

・中核機関は、様々なケースに対応できるよう、法律専門職等と連携して法律・福祉等の専

門知識や対応するノウハウを蓄積し、相談スキルの向上に取り組みます。受け付けた相談

内容をアセスメントし必要な支援に振り分けること、制度や手続きの一般的な相談以外に

も専門性の高い相談も受け付けることから、法律専門職等と連携し、相談対応能力（アセ

スメント力、相談スキル、支援に必要な制度等）向上のための研修やマニュアルの整備等

を行います。 

 

②（仮称）成年後見制度利用促進審議会の設置 

・市が主体となり、（仮称）成年後見制度利用促進審議会を設置します。 

・基本理念の実現に向け、成年後見制度の利用促進に向けた取組状況を調査審議します。 

・市民、関係機関、行政等が、それぞれの役割を担いながら連携し、成年後見制度の利用を

促進していくことが重要であることから、関係機関の連携が一層図られるよう地域連携ネッ

トワークのあり方等について審議します。 
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・市民や関係機関等への普及啓発 

・普及啓発をすすめることで制度の利用が 

必要な人を早期に発見 

成年後見制度の理解の促進 

講演会 

・成年後見制度について専門的に 

相談できる窓口を整備 

・窓口を明確化し、 

迅速な相談へ 

・申立て手続きを支援 

相談支援体制の充実 

・後見人への支援 

・親族後見人のネットワークづくり 

・後見人等候補者を推薦の仕組み 

・日常生活自立支援事業からの移行 

・市長申立・利用助成 

制度を利用しやすい仕組みづくり 

中核機関 

・個別チームへの支援 

・ネットワークを形成し連携を強化 

・支援が必要な方の早期発見 

チーム 
・本人を中心に様々な関係者でチームをつくる 

・チームで日常的に本人を見守る 

・本人の意思や状況を把握し、必要な支援を行う 

地域連携ネットワーク 

法律専門職等 

身近な家族・地域 

医療・福祉・介護 

（仮称）地域連携ネットワーク会議 

・権利擁護の担い手である 

市民後見人の養成 

・養成した市民後見人への 

継続的な支援 

市民後見人の養成・支援 

・チームが円滑に機能する 

よう連携のあり方や地域

の課題、当事者の声を 

共有し、支援体制を検討 

中核機関 

中核機関 ５つの機能 

（仮称）成年後見制度利用促進審議会 

・基本理念の実現に向け、成年後見制度の利用促進に向けた取組状況を

調査審議 

・関係機関の連携が一層図られるよう地域連携ネットワークのあり方

を審議 

小田原市は 
～であって欲しい 

中核機関をもっと 
・・・にしたい 連携 
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第６期小田原市障がい福祉計画・第２期小田原市障がい児福祉計画 

（素案）について 
 

 

１ 概要 

(1) 計画の法的根拠と趣旨 

ア 法的根拠 

・「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者 

総合支援法」という。）」第 88 条第１項の規定による「市町村障害福祉計画」、「児童 

福祉法」第 33 条の 20第１項の規定による「市町村障害児福祉計画」を一体的に 

定めるものです。 

  イ 趣旨 

・障害福祉サービス等の提供体制の確保及び円滑な実施に関する事項を定めます。 

 

(2) 計画の性格 

・「小田原市地域福祉計画」、「おだわら障がい者基本計画」などの上位計画との調和を 

保ちます。 

 

(3) 計画の期間 

・令和３年度（2021 年度）から令和５年度（2023 年度）まで（３年間） 

 

(4) 計画の基本理念・基本目標 

ア 基本理念 

   「地域共生社会の実現」 

・「地域で生きるすべての人が、お互いに人格と個性を認め合い、誰もがありのままで

普通に暮らす社会」＝「地域共生社会」の実現 

イ 基本目標 

・基本理念と障害者総合支援法及び児童福祉法の趣旨を踏まえて、基本目標を次のよ

うに定めます。 

（ア）障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

（イ）障がい者等のニーズに則したサービス提供体制の充実 

（ウ）入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に 

対応したサービス提供体制の整備 

  （エ）地域共生社会の実現に向けた取組 

（オ）障がい児の健やかな育成のための支援 

（カ）障がい福祉人材の確保 

（キ）障がい者の社会参加を支える取組 

 

資料４ 
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(5) 令和５年度（2023 年度）の目標、数値の設定 

・次に掲げる項目について、計画期間の最終年度（令和５年度（2023 年度））に達成す

るべき目標、数値を設定 

ア 福祉施設入所者の地域生活への移行 

イ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

ウ 地域生活支援拠点等の整備 

エ 福祉施設から一般就労への移行等 

オ 障害児支援の提供体制の整備等 

カ 相談支援体制の充実・強化 

キ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組 

 

(6) 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の見込量及び見込量確保のための方策、 

地域生活支援事業の実施に関する事項 

・それぞれのサービス等について、見込量及び見込量確保のための方策を記載 

 

(7) 計画の達成状況の点検及び評価 

   ・サービス見込量や数値目標の達成状況等は、「小田原市・箱根町・真鶴町・湯河原町

地域障害者自立支援協議会（１市３町で共同設置。以下「地域障害者自立支援協議

会」という。）」に報告し、点検・評価等を受けます。 

 

２ 策定のスケジュール 

時 期 項 目 

令和２年８月 24日 

～ 令和２年 10月２日 

市内障害福祉サービス事業者等及びサービス利用者を対象に、

計画の策定に伴うアンケート調査を実施＊ 

令和２年９月 28日 

～ 令和２年 10月 23 日 

地域障害者自立支援協議会委員を対象に、計画作成に係る意見

聴取（書面照会） 

令和２年 11 月 16 日 
地域障害者自立支援協議会において、計画（素案）についての

意見を聴取（会議開催） 

令和２年 12 月４日 計画（素案）について厚生文教常任委員会に報告 

   令和２年 12月 15 日 

～令和３年１月 13 日 
パブリックコメントの実施 

令和３年２月（予定） 
地域障害者自立支援協議会において、市民意見の募集結果を反

映した計画（案）についての意見を聴取（会議開催） 

令和３年２月（予定） 県知事に対して、計画の策定に係る意見を照会 

令和３年３月（予定） 計画策定 

＊ 事業者調査対象サービス：生活介護 放課後等デイサービス 施設入所支援 就労移行支援事業所等 

＊ 利用者調査対象サービス：生活介護 放課後等デイサービス 



 

 

 

 

 

 

 

第６期小田原市障がい福祉計画 

第２期小田原市障がい児福祉計画  

素  案  

 

計画期間  

令和３年度（2021 年度）～令和５年度（2023 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

小  田  原  市  
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第１章  計画策定の背景・趣旨等  

 

１ 計画策定の背景  

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 (以下 「障害

者総合支援法 」)」は、平成 18 年（2006 年）４月の「障害者自立支援法 」の施行

以来、度々の改正が行われ、平成 25 年（2013 年）４月の改正法の施行では、平

成 23 年（2011 年）８月の「障害者基本法 」の改正を受け、共生社会の実現や社

会的障壁の除去などを基本理念とすることが明記され、障害福祉サービスもこの

理念に立脚し体系が形作られることとなりました。 

また、平成 28 年（2016 年度）４月には、「障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律（障害者差別解消法）」及び改正 「障害者の雇用の促進等に関す

る法律（障害者雇用促進法）」が施行され、不当な差別的取扱いを禁止し、合

理的配慮の提供を求めるなど、障がい者等に関わる共生社会の実現や社会的障

壁の除去などのための法令等の整備が進み、その推進のための機運が高まりまし

た。 

そのような中、神奈川県相模原市の障害者支援施設 「神奈川県立津久井やま

ゆり園 」において、平成 28 年（2016 年）７月に大変痛ましい事件が発生し、世

界中に大きな衝撃を与えました。 

神奈川県では、「ともに生きる社会かながわ憲章 」を平成 28 年（2016 年）10 月

に制定し、決意を新たに共生社会の実現のための取組を進めています。 

本市においても、障がい者等が、障がいの有無により、分け隔てられることな

く、地域社会を構成する一員として、その活動に参画する機会が確保され、他の

人々と共生することを妨げられず、あらゆる社会的障壁が除去されることにより、

相互に人格と個性を尊重し合う「地域共生社会 」を実現するための取組が重要と

なっています。 

この取組を推進していくため、障害福祉サービスその他の障がい児・者に対する

支援が計画的・効果的に提供できるよう、「第６期小田原市障がい福祉計画 」及

び「第２期小田原市障がい児福祉計画 」を策定するものです。 
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障害者福祉施策の経緯（障害者自立支援法以降） 

平 成 1 8 年  

( 2 0 0 6 年 )  

4 月  障 害 者 自 立 支援 法  施 行  

 ・サービス体 系 の再 編 (三 障がい一 元 化 )   

 ・応 益 負 担 (定 率負 担 )制の導 入  

 ・サービス報 酬 の日 額 化  

 ・新 たな支 給 決 定 (障 害 程 度 区 分 等 )の導 入  

・障 害 福 祉計 画 策 定 を市 町 村に義 務 付 け 

平 成 1 9 年  

( 2 0 0 7 年 )  

２月  障 害 者 自 立 支 援 法 に基 づくサービス体 系 への円 滑 な移 行 を進 めるた

めの緊 急 的な経 過 措 置  

 ・低 所 得 者 層の利 用 者 負 担の軽 減  

 ・事 業 者 に対 する激 変 緩 和 措 置  

平 成 2 1 年  

( 2 0 0 9 年 )  

1 2 月  障がい者 制 度 改革 推 進 本 部  設 置  

同 本 部に障 がい者 制 度 改 革 推 進 会 議  設 置  

平 成 2 2 年  

( 2 0 1 0 年 )  

６月  「障 害 者 制 度 改 革の推 進 のための基 本 的な方 向について」を 

閣 議 決 定  

 ・障 害 者 総 合 福 祉 法 (仮 称 )を平 成 2 5 年 ( 2 0 1 3 年 )８月 までに施 行

することを目 指 す。 

1 2 月  障 がい者 制 度 改 革 推 進 本 部 等 における検 討 を踏 まえて障 害 保 健 福

祉 施 策 を見 直 すまでの間 において障 害 者 等 の地 域 生 活 を支 援 するた

めの関 係 法 律の整 備に関する法 律 (整 備 法 )公 布  

 ・利 用 者 負 担を応 益 負 担から応 能 負 担へ 

・障 害 者の範 囲の見 直 し 

(発 達障 害 者 及 び高 次 脳 機 能 障 害 者について明 記 )  

 ・サービス等 利 用 計 画 作 成 対 象 者の拡 大  

・同 行 援 護を追 加  

平 成 2 3 年  

( 2 0 1 1 年 )  

８月  改 正 障 害 者 基本 法  施 行  

 ・目 的 規 定の見 直 し(共 生 社 会の実 現・社 会 的 障 壁の除 去 等 )  

 ・障 害 者 の定 義 の見 直 し(障 害 及 び社 会 的 障 壁 により継 続 的 に日

常 生 活、社 会 生 活に相 当な制 限 を受ける状 態 にあるもの)  

 ・差 別 の禁止 、合 理 的 配 慮の提 供  

平 成 2 5 年  

( 2 0 1 3 年 )  

４月  障 害 者 自 立 支 援 法 が改 正 され、障 害 者 の日 常 生 活 及 び社 会 生 活 を

総 合 的に支 援 するための法 律 (障 害 者 総 合 支 援 法 )として施 行  

 ・基 本 理 念を創 設  

(共 生社 会 の実 現、社 会 的 障 壁の除 去 等 )  

 ・障 害 者 の範 囲 に難 病 を追 加  

 ・障 害 程 度 区 分を障 害 支 援 区 分に 

 ・重 度 訪 問 介 護 等の対 象 拡 大  
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平 成 2 6 年  

( 2 0 1 4 )  

２月  障 害 者の権 利 に関 する条 約  発 効  

４月  障 害 を理 由 とする差 別 の解 消 の推 進 に関 する法 律 (障 害 者 差 別 解 消

法 )  施 行  

 ・不 当 な差別 的 取 扱 いの禁 止  

 ・合 理 的 配 慮の提 供  

７月  神 奈 川 県 立 津久 井 やまゆり園 事 件  

1 0 月  神 奈 川 県が「ともに生きる社 会 かながわ憲 章 」制 定  

平 成 3 0 年  

( 2 0 1 8 年 )  

４月  障 害 者 の日 常 生 活 及 び社 会 生 活 を総 合 的 に支 援 するための法 律 及

び児 童 福 祉 法 の一 部 を改 正する法 律  施 行  

 ・自 立 生 活 援 助、就 労 定 着 支 援の創 設  

 ・障 害 児 福 祉 計 画の策 定を市 町 村 に義務 付 け 

 

２ 計画の法的根拠と趣旨  

本計画は、障害者総合支援法第 88 条第 1 項の規定による「市町村障害福祉計

画 」、児童福祉法第 33 条の 20 第１項の規定による「市町村障害児福祉計画 」を

一体的に策定するものであり、障害福祉サービス、相談支援、地域生活支援事

業、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保等に関する事項を定

めるものです。 

また、障害者総合支援法第 88 条第７項において、障害福祉計画は障害者基

本法に基づく市町村障害者計画、社会福祉法に基づく市町村地域福祉計画と調

和が保たれたものでなければならないと定められています。 

なお、この計画は、障害者総合支援法第 88 条第 1 項の規定に基づき、国が定

めた「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための

基本的な指針（令和２年５月 19 日厚生労働省告示第 213 号）（以下 「基本指

針 」という。）」に則して策定しています。 
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３ 計画の性格  

この計画は、「おだわら障がい者基本計画 」における施策の基本方向を踏まえた

上で、その第３章として、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等に関する個

別の計画として取りまとめたものです。 

したがって、「小田原市障がい福祉計画 」は、「おだわら障がい者基本計画 」と

一体的に取り組んでいくものとなります。 

また、「おだわら障がい者基本計画 」が本市の第５次総合計画の個別計画とし

て位置付けられていることから、本計画も「小田原市総合計画 」や「小田原市地域

福祉計画 」、県の「神奈川県障害福祉計画 」や「かながわ障害者計画 」などの上位

計画との整合性を有するものとなります。 

 

 

 

 

第５期小田原市障がい福祉計画（計画期間：平成 30 年度（2018 年度）～令

和２年度（2020 年度））を引き継ぐ、第６期小田原市障がい福祉計画は、令和

３年度（2021 年度）～令和５年度（2023 年度）を計画期間とし、令和５年度

（2023 年 度 ）末 における地 域 生 活 に移 行 する方 の数 値 目 標 等 と令 和 ３年 度

（2021 年度）から令和５年度（2023 年度）までの各サービスの利用見込量等に

ついて定めるものとします

４ 計画の期間  



 
5 
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第２章  計画の基本理念と基本目標  

 

１ 基本理念  

本計画は、障がい者等の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等に、令

和５年度末の目標を設定するとともに、サービスを提供するための体制の確保が

総合的かつ計画的に図られるようにすることを目的としたもので、「おだわら障が

い者基本計画 」の一部を構成するものです。 

「おだわら障がい者基本計画 」では、「地域で生きるすべての人が、お互いに人

格と個性を認め合い、誰もがありのままで普通に暮らす」社会＝地域共生社会の

実現を基本理念に掲げています。 

 本計画においても、この「地域共生社会の実現 」を基本理念とし、障がい福祉

の充実を図り、市民とともに、計画を推進していきます。 

 

２ 基本目標  

本計画の基本理念と障害者総合支援法及び児童福祉法の趣旨を踏まえて、本

計画における基本目標を次のように定め、個々の目標の達成に向けて取り組んで

いくこととします。 

■ 障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援  

障がい者等が住み慣れた地域で、自己実現と社会参加を実現するためには、

障がい者等の自己選択、自己決定に基づく障害福祉サービス等の利用による

支援と、その適切な利用を支え、障がい者等の意思決定を支援する相談支援

体制が不可欠です。 

障がい者等の権利を保障し、そのニーズを実現するために、制度の枠組みを

超え、柔軟に対応できる多様な支援機関等との協力体制に立脚した、多角的・

重層的な相談支援体制の充実・強化を目指します。 
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■  障がい者等のニーズに則したサービス提供体制の充実  

  障害福祉サービス等の対象となる障がい者等の範囲を、身体障がい、知的障

がい、精神障がい及び難病等に罹患した障がい児者とし、障がいの種別に関わ

らず、希望する障害福祉サービス等を利用できるよう、神奈川県の支援等を受

けながら、本市の地域特性を踏まえた障がい者等のニーズに則したサービス提

供体制の充実に努めます。 

■  入 所 等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課

題に対応したサービス提供体制の整備  

障がい者等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域生

活の継続の支援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、

障がい者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、地域生活支

援拠点等の充実や基幹相談支援センターを中心とした地域の社会資源・人的

資源を最大限に活用できる仕組を構築します。 

また、入所等から地域生活への移行については、地域生活を希望する障がい

者等が地域での暮らしを継続することができるよう、日中サービス支援型指定

共同生活援助等による常時の支援体制の確保を図るなど、地域生活への移行

が可能となるようサービス提供体制の強化に努めます。 

さらに、今後の障がい者等の高齢化・重度化や「親亡き後 」を見据えて、地域

生活支援拠点等の効果的な運用を図るとともに、精神障がい者が地域の一員

として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、地域障害者自立支

援協議会の場等を活用し議論を行い、精神障がいにも対応した地域包括ケア

システムの構築を進めていきます。 

 ■ 地域共生社会の実現に向けた取組  

  地 域 住 民 が、地 域 、暮 らし、生 きがいをともに創 り、高 め合 うことができ 

る地域共生社会の実現に向け、引き続き、制度の縦割りを超えた柔軟なサービ

スの確保等に取り組むとともに、地域の資源の実態等を踏まえながら、包括的

な支援体制の構築に取り組みます。 
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  特に、相談支援については、基幹相談支援センターを中心に、地域の様々な

相談を受け止め、自らが対応又はつなぐ役割、多機関が協働するための中核と

しての役割、また、相談者につながり続ける伴走支援を担う役割、就労支援、

居住支援など多様な社会参加を支援する役割、ケアし支え合う関係性を広げ、

交流や参加の機会を生み出す役割等を一体的に備えた体制整備を進めます。 

■  障がい児の健やかな育成のための支援  

障がい児及びその家族に対し、発達の遅れに心配を感じた段階から、身近な

地域で適切な支援を受けられるよう、障害児通所支援等による質の高いサービ

ス提供を行うため、神奈川県の支援等を受けながら取り組みます。 

また、障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、

保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支

援を提供する体制を整え、障がいの有無に関わらず、全ての児童が共に成長で

きるよう、地域社会への参加や包容を推進します。 

さらに、医療的ケア児が各種支援を円滑に受けられるよう、各関連分野が

共通の理解に基づいた包括的な支援体制の構築を図ります。  

 ■ 障がい福祉人材の確保  

  障がい者の重度化・高齢化が進む中、将来にわたって安定的に障害福祉サー

ビス等を提供していくためには、その提供体制の確保とそれを担う人材の確保

が必須です。そのために、多職種間の連携の推進、障がい福祉の現場が魅力

的でやりがいのある職場であることの周知について、官民が連携し、取組を進

めます。 

 

 

 

 

 

 ■ 障がい者等の社会参加を支える取組  
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  障がい者等の地域における社会参加を促進するためには、その多様なニーズ

を把握し、必要な支援を行うことが重要です。 

障がい者等が文化芸術を享受鑑賞し、創造や発表等の多様な活動に参加す

る機会やスポーツやレクリエーション活動への参加する機会の確保等を通じ

て、障がい者等の個性や能力の発揮及び社会参加の促進を図ります。 

 

３ サービス量の見込み等の目標設定に関する基本的な考え方  

  本計画で対象となるサービスの提供体制の確保に当たっては、次の点に配慮

して、必要なサービス量の見込み等の目標設定を行います。 

■ 必要な訪問系サービスの保障  

障がい者等が地域において健康で充実した日常生活や社会生活を送ること

ができるよう、訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動

援護及び重度障害者等包括支援）について、ニーズ把握に努めるとともに、サ

ービスの適切かつ充分な提供を図ります。 

■ 希望する障がい者等への日中活動系サービスの保障  

障がい者等に対し、就労支援や社会参加の機会の提供のほか、適切な介護

や余暇活動等の充実した活動を提供する日中活動系サービス（療養介護、生

活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支

援及び地域活動支援センターで提供されるサービス）について、その方の特性

やニーズに配慮しながら、適切かつ充分に提供されるよう努めます。 

■ グループホーム等及び地域生活支援拠点等の機能の充実  

地域における居住の場としてグループホームの質的・量的な充実を図り、地域

生活への移行が促進される環境を整えるとともに、自立訓練、地域移行支援、

地域定着支援等のサービスと合わせて、施設入所・入院から地域生活への円滑

な移行を進めます。 

また、重度化、高齢化し、日常生活を営む上での理解力、生活力を補う必
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要がある障がい者であっても、地域生活を希望する方が地域で暮らすことがで

きるよう、ニーズ把握に努めるとともに、日中サービス支援型指定共同生活援

助等のサービスを提供できる体制の整備に努めます。 

さらに、地域生活支援拠点等については、地域に開かれたものとするよう努

めるとともに、市域だけではカバーできない社会資源を活用可能とするため、

圏域での面的な体制が効果的に機能するよう、個々の機関の連携のもと、ニー

ズの高い緊急時の対応や受入れ等をはじめとした障がい者等を支援できる体制

を構築します。 

■ 福祉施設から一般就労への移行の推進  

障がい者の福祉施設から一般就労への移行が円滑に行われるよう、就労移

行支援事業及び就労定着支援事業等の利用を促進します。 

 ■ 強度行動障がいや高次脳機能障がいのある障がい者等に対する支援の 

強化  

  強度行動障がいや高次脳機能障がいのある障がい者等に対し、障害福祉サー

ビス等において、適切かつ充分な支援ができるよう、神奈川県の支援等を受け

ながらサービス提供体制を強化します。 

■ 障害児支援の提供体制の確保  

障がい児及びその家族が、乳幼児期から一貫した効果的な支援を、身近な

地域で受けられることが重要です。 

そのために、児童発達支援センターを中核とした、重層的な障害児通所支援

の体制整備、障害児通所支援と保育所・認定こども園・放課後児童クラブ等の

子育て支援施設や教育委員会との密接な連携、とりわけ、保育所等訪問支援

と保育所等との緊密な連携による障がい児の地域社会への参加・包容を推進す

るとともに、医療的ケア児等、特別な支援が必要な障がい児に対する支援体

制の充実に取り組みます。 
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 ■ w i th  コロナ期、afte r  コロナ期におけるサービス提供体制の確保  

  障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルスの感染を防止し、必

要なサービス提供を継続できるよう、事業所との情報共有に努め、衛生用品等

の提供等、必要な支援を行います。また、感染拡大への恐れからサービス提供

が進まない状況に際しては、事業者との協議、課題の抽出に努め、連携して適

切な対応を行います。 
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第３章  
令和５年度（2023 年度）の目標及び  
数値の設定  

福祉施設の入所者の地域生活への移行、福祉施設の利用者の一般就労への移

行等を進めるため、令和５年度（2023 年度）を目標年度として、次のように目

標等を設定します。 

 

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行  

第５期計画の令和２年度（2020 年度）末の地域生活移行者数の目標 18 人  

に対し、実際の移行者数は５人と見込まれ、13 人が当初の目標を下回る見込

みとなりました。そこで令和３年度（2021 年度）末から令和５年度（2023 年

度）末にかけての地域生活移行者数を、国の基本指針に基づき６％となるよう

目標を設定します。 

また、第５期計画の令和２年度（2020 年度）末の施設入所者数の目標 188

人に対し、令和元年度（2020 年度）末の施設入所者数が 196 人であることか

ら、目標を下回ることが見込まれます。そうしたことから令和３年度（2021 年

度）から令和５年度（2023 年度）にかけての施設入所者削減数が、国の基本

指針に基づき 1.6％となるよう目標を設定します。 

  このような状況を踏まえながら、地域生活への移行を支援するサービスの充

実を図るとともに、新たに施設入所を必要とするかたとのバランスを取りなが

ら、令和５年度（2023 年度）末の施設入所者を 192 人とすることを目標とし

て、サービス提供体制の充実に取り組みます。 
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項   目  目標値等  考え方  

【基準値 】  施設入所者数  A  1 96 人  
令和元年度末時点の 
施設入所者数  

【目標値 】  地域生活移行者数  B  
1 2 人  

基準値 A のうち、令和５
年 度 末 までに地 域 生 活 へ
移行する者の目標値  

6 . 0％ 基準値 A に占める割合  

【見込値 】  
新たな施設入所支援  
利用者数  

C  30 人  
令 和 ５年 度 末 までに新 た
に施設入所支援 が必 要 な
利用者の見込数  

【見込値 】  
地域移行者以外の 
退所者数  

D  22 人  
令 和 ５年 度 末 までに地 域
移行以外 の理 由 で退 所 す
る利用者の見込数  

【見込値 】  
令和５年度末の施設  
入所者数  

E  1 92 人  A－B＋C－D  

【目標値 】  施設入所者削減数  F  

4 人  A－E  

1 . 6％ 基準値 A に占める割合  

 

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築  

精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるに当たっては、

精神科病院や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自治体を中心

とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加え、差別や偏見のな

い、あらゆる人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会の実現に向けた

取組の推進が必要です。これを踏まえ、精神障がい者が、地域の一員として安

心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障がいにも対応した地

域包括ケアシステムの構築を進めます。 

本市では「小田原市・箱根町・真鶴町・湯河原町地域障害者自立支援協議

会 」の場や、「地域精神保健福祉連絡協議会（小田原保健福祉事務所主催）」、

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業（小田原保健福

祉事務所主催）」に参画するなど、自治体・保健・医療・福祉の関係機関による

協議を継続していきます。 
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精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る目標値  

項目  数値  考え方  

保 健 、医 療 及 び福 祉 関 係 者 による協 議 の
場の開催回数  

1 0 回  令和５年度開催回数  

保 健 、医 療 及 び福 祉 関 係 者 による協 議 の
場への関係者の参加者数  

1 50 人  
令和５年度参加者数  
見込  

保 健 、医 療 及 び福 祉 関 係 者 による協 議 の
場における目標設定及び評価の実施回数  

1 回  
令和５年度実施回数  
見込  

精神障がい者の地域移行支援  1 人  
令和５年度利用者数  
見込  

精神障がい者の地域定着支援  1 人  
令和５年度利用者数  
見込  

精神障がい者の共同生活援助  30 人  
令和５年度末利用者数  
見込  

精神障がい者の自立生活援助  1 人  
令和５年度利用者数  
見込  

 

３ 地域生活支援拠点等 の整備  

本市では、高齢化の進展に伴う家族介護力、障がい者のＡＤＬ 

(Ac t i v i t i e s  o f  Da i l y  L i v ing・日常生活動作 )の低下などに対応していくため、入

所施設やグループホームなどの居住支援機能、障がい者や家族等からの相談や

短期入所などを受けられる地域支援機能、生活介護や訓練など日中活動系の

サービス機能を有する複数の事業所を地域生活支援拠点として位置付け、これ

らの事業者との連携のもと、地域で生活する障がい者を支援していく仕組を構

築しています。 

また、障がい者の高齢化と地域移行が進む中、包括ケアや在宅医療との連

携が不可欠となってくることから、基幹相談支援センターなどを中心に、本市

における地域包括ケアシステムとの連携を検討していきます。 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等  

( 1 )  福祉施設から一般就労への移行者数  

直 近 ３か年 の実 績 は以 下 のとおりとなります。第 ５期 計 画 の令 和 ２年 度

（2020 年度）中に一般就労へ移行する福祉施設利用者数の目標 23 人に対し、

令和元年度（2019 年度）中の一般就労への移行実績が 23 人であったことか

ら、令和２年度（2020 年度）中の一般就労への移行者数を同数の 23 人と見

込みます。これにより当初の目標を達成することが見込まれます。 

 

平成 29 年度  平成 30 年度  令和元年度  

 19 人   15 人   23 人  

本市では、このような状況を踏まえ、一般就労への移行を支援するサービス

の充実を図り、令和５年度（2023 年度）中に一般就労へ移行する福祉施設利

用者数を、令和元年度（2019 年度）実績の 23 人を基準値とし、国の基本指

針に基づき基準値の 1.27 倍となる 30 人を目標とします。 

また、就労移行支援及び就労継続支援Ｂ型の事業ごとの一般就労に移行す

る利用者数の目標値を、国の指針に基づき、それぞれ令和元年度実績値の、

1.30 倍の 20 人、1.23 倍の７人とするとともに、就労継続支援Ａ型については、

令和元年度実績が０人だったことから、目標値を１人と定め、サービス提供体

制の充実に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
16 

 

 一般就労に移行する福祉施設利用者数  

項目  数値  考え方  

【実 績 値 】 
一般就労に移行する 
福祉施設利用者数  

23
人  

令和元年度中に一般就労に
移行した就労移行支援事業
等利用者数  

 

【実 績 値 】 
一般就労に移行する 
就労移行支援利用者数  

1 5 人  
令和元年度中に一般就労に
移行した就労移行支援事業
利用者数  

【実 績 値 】 
一般就労に移行する 
就労継続支援Ａ型  
利用者数  

0 人  
令和元年度中に一般就労に
移 行した就 労 継 続 支 援Ａ型
事業利用者数  

【実 績 値 】 
一般就労に移行する 
就労継続支援Ｂ型  
利用者数  

5 人  
令和元年度中に一般就労に
移 行した就 労 継 続 支 援Ｂ型
事業利用者数  

【目標値 】  
一般就労に移行する 
福祉施設利用者数  

30
人  

令 和５年 度 中に一 般 就 労に
移行する就労移行支援事業
等利用者数  
(令和元年度実績値 ×1 .27 )  

 

【目標値 】  
一般就労に移行する 
就労移行支援利用者数  

20
人  

令 和５年 度 中に一 般 就 労に
移行する就労移行支援事業  
利用者数  
(令和元年度実績値 ×1 .30 )  

【目標値 】  
一般就労に移行する 
就労継続支援Ａ型  
利用者数  

1 人  

令 和５年 度 中に一 般 就 労に
移行する就労継続支援Ａ型  
事業利用者数  
(令和元年度実績値 ×1 .26 )  

【目標値 】  
一般就労に移行する 
就労継続支援Ｂ型  
利用者数  

7 人  

令 和５年 度 中に一 般 就 労に
移行する就労継続支援Ｂ型  
事業利用者数  
(令和元年度実績値 ×1 .23 )  

 

 

 

 

 

就労定着支援事業の利用者数  

項目  数値  考え方  
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【基準値 】  

令 和 ５年 度 中 に就 労 移
行 支 援 事 業 等 を通 じて
一 般 就 労 へ移 行 した利
用者  

30 人  
一 般 就 労 に移 行 する福 祉
施設利用者数（再掲）① 

【目標値 】  
うち就 労 定 着 支 援 事 業
利用者数  

2 1 人  ①×0 . 7  

 

就労定着支援事業所 ごとの就労定着率  

項目  数値  考え方  

【基準値 】  
令和５年度末における就
労定着支援事業所数  

1 か所   

【目標値 】  
うち就 労 定 着 率 80%以
上 の就 労 定 着 支 援 事 業
所数  

1 か所  ①×0. 7  

 

■ 障害者就労施設等からの物品等の調達及び障がい者雇用の推進  

  本市では、障害者就労施設等で就労する障がい者の自立を促進するため、

国等が定めた障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律第

９条の規定に基づき、「障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るた

めの方針 」を平成 25 年度（2013 年度）から制定しています。 

 この調達方針では、適用範囲を小田原市役所の全組織とし、全庁的な位置

付けにしています。また、調達を推進する障害者就労施設等 が供給する物品

等は、啓発用物品、印刷物及び環境美化等に関する軽作業とするほか、調達

できるものは積極的に調達に努めるものとしています。 

また、障がい者雇用の推進としては、障がい者就業・生活支援センターの運

営支援、地域障害者自立支援協議会での関係機関での協議等や障がい者への

合理的配慮の提供を支援するための助成金の助成対象の障がい者雇用事業所

への拡大のほか、ＡＩ（Art i f i c i a l  I n te l l i gence・人工知能）などの先端技術の

活用や、農福連携の取組を推進するなど、新たな障がい者の働き方も視野に、

官民が連携して障がい者雇用の推進に取り組みます。 

５ 障害児支援の提供体制の整備等  
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( 1 )  重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置

及び保育所等訪問支援の充実  

市内２か所の児童発達支援センターと５か所の児童発達支援事業所とが、

緊密な連携を図ることに加え、障がい児の地域社会への参加・包容を推進する

ために有効な保育所等訪問支援の利用を促進することにより、児童発達支援

センターを中核とした、重層的な地域支援体制を構築します。 

(2)  主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所の確保  

市内には、主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所は

１か所、受入れ可能な事業所が２か所ありますが、主に重症心身障がい児を支

援する児童発達支援事業所は確保できていません。重症心身障がい児が身近

な地域で支援を受けられるよう、神奈川県の支援を受けながら、事業所の確保

に取り組みます。 

 

(3 )  医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネータ

ーの配置  

医療的ケア児及びその家族が、身近な地域で必要な支援が受けられるよう、

サービス提供事業所の確保を図るとともに、保健、医療、障がい福祉、保育、

教育等の各関連分野が共通の理解に基づき、総合的・継続的な支援体制を構

築することが重要です。 

本市では、小田原保健福祉事務所管内で協議の場として設置されている「母

子保健福祉委員会小児等在宅医療の推進部会 」に参画するほか、平成 30 年度

に「医療的ケア児の支援に関する連携のための庁内連絡会議 」を設置し、関係

所管共通理解に基づく支援体制の構築を図っています。 

  また、医療的ケア児等に関するコーディネーターについては、基幹相談支援セ

ンターに１名配置されていますが、今後も、神奈川県主催の養成研修の受講を

促し、相談支援専門員等の支援者に対する支援や、医療的ケア児が安心して

生活できる地域づくりを目指す等、医療的ケア児の支援体制  
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の強化を進めます。 

 

（4）発達障がい者等に対する支援  

 発達障がい者等の早期発見・早期支援 には、発達障がい者等及びその家族

等への支援が重要ですので、保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、

必要な知識や方法を身に着つけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログ

ラムやペアレントトレーニング等、発達障がい者等及びその家族等に対する支

援体制を強化し、障害児通所支援との相乗効果による適切な支援に取り組み

ます。 

 

ペアレントトレーニング等の支援プログラム等の実施見込  

項目  見込  考え方  

ペアレントトレーニングやペアレント
プログラム等の支援プログラム等の受
講者数  

1 5 人  
令和５年度における 
市施設での受講者数  

 

ペアレントメンターの人数の見込  

項目  見込  考え方  

ペアレントメンターの人数  1 人  
令和５年度における 
市施設に配置する 
ペアレントメンターの人数  

 

ピアサポートの活動への参加人数の見込  

項目  見込  考え方  

ピアサポートの活動への参加者数  1 5 人  
令和５年度における 
市施設での参加者数  

 

 

 

 

６ 相談支援体制の充実・強化  

  障がい者等、とりわけ、重度障がい者等が地域の中で主体的な日常生活及
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び社会生活を営むためには、障害福祉サービス等の適切な利用を支えるととも

に、様々なニーズに対応できる相談支援体制が不可欠です。また、障がい児に

ついては障がいの疑いのある段階から障がい児本人や家族に対する相談支援を

行うとともに、関係機関をつなぐ中心となる重要な役割を担っています。 

  相談支援体制については、計画相談支援、地域相談支援、一般的な相談支

援及び基幹相談支援センターから成る重層的な仕組が構築されていますが、今

後は、基幹相談支援センターを中心とした総合的な相談支援体制、専門的な

指導・助言、人材育成等、各種機能のさらなる充実を図ります。 

総合的・専門的な相談支援の実施見込  

項目  見込  考え方  

障がいの種別や各種のニーズに対応でき
る総合的・専門的な相談支援の実施  

実施  
令和２年 1 2 月  
基幹相談支援センター 
設置  

   

地域の相談支援体制の強化の実施見込  

項目  数値  考え方  

地域の相談支援事業者に対する訪問等
による専門的な指導・助言件数  

1 5 件  
令和５年度における 
基幹相談支援センターに
よる対応件数  

地域の相談支援事業者の人材育成の支
援件数  

6 件  
令和５年度における 
基幹相談支援センターに
よる研修等実施件数  

地域の相談機関との連携強化の取組の
実施回数  

6 回  
令和５年度における 
基幹相談支援センターに
よる取組の実施回数  

 

 

 

 

 

 

７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組  

  障害福祉サービス等が多様化する中、利用者が住み慣れた地域で安心して暮
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らすことができるようにするには、必要なサービスを確実に提供することが必要

です。そのために担当職員の制度の理解を深めるための取組を行います。また、

自立支援審査支払等システム等を活用した審査結果等を、事業者や関係自治

体と共有し、障害福祉サービス等の質の向上を図ります。 

 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組の実施見込  

項目  数値  考え方  

神奈川県が実施する障害福祉サービ
ス等に係る研修その他の研修への職
員の参加  

3 人  
令和５年度の研修等への参
加見込人数  

障害者自立支援審査支払等システム
による審査結果等の共有  

有  
令和５年度の審査結果等の
事業所や関係自治体等との
共有体制の有無  

1 回  
令和５年度の審査結果等の
事業所や関係自治体等との
共有の実施回数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章  
障害福祉サービス等及び障害児通所支援等
の利用実績  
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１ サービス等の概要  

 

〇　障害福祉サービス等のサービス体系

居宅介護（身体介護・家事援助・通院等介助・通院等乗降介助）

自立訓練（機能訓練・生活訓練・宿泊型）

継続サービス利用支援（モニタリング）

地域相談支援（特例地域相談支援）

計画相談支援（特例計画相談支援）

施設入所支援

障害福祉サービス

介護給付（特例介護給付）

重度訪問介護

同行援護

行動援護

療養介護

生活介護

短期入所

重度障害者等包括支援

訓練等給付（特例訓練等給付）

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

就労定着支援

自立生活援助

サービス利用支援

共同生活援助

地域移行支援

地域定着支援
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( 1 )  訪問系サービス 

居宅介護（ホームヘルプ） 

ヘルパーが居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事などの介護や調理、洗濯、

掃除などの家事、生活などに関する相談及び助言、その他の生活全般にわた

る援助を行うサービスです。 

重度訪問介護  

ヘルパーが居宅を訪問し、重度の肢体不自由者または重度の知的障がい若

しくは精神障がいにより、行動に著しい困難がある常時介護を要する人に対

し、入浴、排せつ、食事などの介護や調理、洗濯、掃除などの家事、生活な

どに関する相談及び助言、その他の生活全般にわたる援助、外出時における

移動中の介護を総合的に行うとともに、病院等に入院または入所している障

がい者に対し、意思疎通などの支援を行うサービスです。 

同行援護  

視覚障がいにより、移動に著しい困難がある障がい者等に対し、外出時に

おいて、障がい者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動

の援護、その他の障がい者等が外出する際に必要な援助を行うサービスで

す。 

行動援護  

知的障がいまたは精神障がいにより、行動に著しい困難がある常時介護が

必要な障がい者等に対し、行動する際に生じ得る危険を避けるために必要な

援護、外出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護、その他行

動する際に必要な援助を行うサービスです。 

重度障害者等包括支援  

常時介護を必要とし、意思疎通に著しい支障がある肢体不自由者、知的

障がいまたは精神障がいにより、行動に著しい困難がある障がい者等に対

し、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入

所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活

援助及び共同生活援助を包括的に提供するサービスです。 

 

 

 

(2 )  日中活動系サービス 
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療養介護  

病院などへの長期入院による医療に加え、常時介護を必要とする人であっ

て、障害支援区分 6 に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器による吸引管理

を行っている人若しくは障害支援区分 5 以上の筋ジストロフィー患者又は重

度心身障がい者を対象に、機能訓練や療養上の管理、看護、介護及び日常

生活上の世話、その他の必要な医療を、医療機関において提供するサービス

です。 

生活介護  

常時介護を必要とする障がい者等に対し、主に昼間において、障害者支援

施設などで入浴、排せつ、食事などの介護、創作的活動または生産活動の機

会の提供、その他の身体機能または生活能力の向上のために必要な援助を行

うサービスです。 

自立訓練（機能訓練） 

障害者支援施設等において、必要な援助を要する障がい者であって、地域

生活を営む上で支援が必要な障がい者に対し、身体機能・生活能力の維持・

回復のための理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等

に関する相談及び助言その他必要な支援を行うサービスです。 

自立訓練（生活訓練） 

地域生活を営む上で支援が必要な障がい者に対し、必要となる入浴、排せ

つ、食事や家事などの日常生活能力を維持・向上させるために必要な支援、

相談及び助言を行うサービスです。 

就労移行支援  

就労を希望する障がい者であって、通常の事業所に雇用されることが可能

と見込まれる人に、生産活動、職場体験その他の活動の機会を提供し、就

労に必要な知識及び能力の向上のための訓練、求職活動に関する支援、その

適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な相談

その他の必要な支援を行うサービスです。 

就労継続支援（Ａ型） 

企業等に就労することが困難な障がい者であって、適切な支援により雇用

契約に基づく就労が可能である人を対象に、雇用契約に基づき、生産活動そ

の他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために

必要な訓練などの支援を行うサービスです。 

就労継続支援（Ｂ型） 
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通常の事務所に雇用されることが困難な障がい者を対象に、生産活動その

他の活動の機会の提供、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な

訓練などの支援を行うサービスです。 

就労定着支援  

就労移行支援等（生活介護、自立訓練、就労移行支援または就労継続支

援）の利用を経て一般就労へ移行した障がい者の就労の継続を図るため、企

業、障害福祉サービス事業所、医療機関等との連絡調整、日常生活及び社

会生活上の各般の問題に関する相談、指導及び助言等の支援を行うサービス

です。 

短期入所（ショートステイ） 

介護者の病気などの理由から、一時的に障がい児者の介護ができないとき

などに、障害者支援施設等へ短期間の入所をさせることにより、入浴、排せ

つ、食事の介助などの支援を提供するサービスです。 

(3 )  居住系サービス 

共同生活援助（グループホーム） 

共同生活援助（グループホーム）は、共同生活を行う住居で、主に夜間に

おいて、相談や入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助を行

うサービスです。 

 介護サービス包括型共同生活援助  

事業所の従業者が、相談や家事等の日常生活上の援助と入浴等  

の介護を合わせて行います。 

外部サービス利用型共同生活援助  

共同生活援助事業所 の従業者が、相談や家事等の日常生活上の 

援助のみを行い、入浴等の介護は事業所が委託契約を結んだ指定  

居宅介護事業者が行います。 

日中サービス支援型共同生活援助  

事業所の従業者が、2 4 時間支援体制を確保し、相談や家事等の 

日常生活上の援助と入浴等の介護を合わせて行います。 

施設入所支援  

障害者支援施設に入所する障がい者等に対し、主に夜間において、入浴、

排せつ、食事等の介護、生活等に関する相談及び助言その他の日常生活上の

支援を行うサービスです。 

自立生活援助  
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地域において単身等で生活する障がい者等を対象に、定期的な巡回訪問や

随時通報を受けての訪問、相談対応等により、日常生活を営む上での各般の

問題を把握し、必要な情報提供、助言、相談、関係機関との連絡調整等の

必要な支援を提供するサービスです。 

(4 )  相談支援  

計画相談支援  

サービス利用支援及び継続サービス利用支援があります。 

 サービス利用支援  

障害福祉サービスの支給申請に際し、希望 する障害福祉サービス等の

種類及び内容等について記載した、「サービス等利用計画案 」の作成を行

います。 

障害福祉サービスの支給決定後に、障害福祉サービス事業所等との連

絡調整等を行うとともに、支給決定に係る障害福祉サービス等の種類及

び内容を記載した「サービス等利用計画 」を作成します。 

継続サービス利用支援  

支 給 決 定 の有 効 期 間 内 に、支 給 決 定 を受 けた障 害 福 祉 サービス等 に

係る「サービス等利用計画 」が適切かどうか、利用状況等を検証 （モニタ

リング）し、必要に応じ「サービス等利用計画 」の見直しを行います。 

地域相談支援  

 地域移行支援と地域定着支援があります。 

 地域移行支援  

地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とする障害者

支援施設等に入所している障がい者や精神科病院に入院している精神

障がい者等に対し、住居の確保その他の地域生活移行のための活動に関

する相談その他の必要な支援を提供します。 

地域定着支援  

居宅において単身等で生活する障がい者等に対し、常時の連絡体制を

確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に際し、相談や緊

急訪問等の支援を提供します。 
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(5 )  障害児通所支援等のサービス 

児童発達支援  

療育を行う必要があると認められる児童に対し、日常生活における基本的

な動作の指導、知識・技能の付与、集団生活への適応訓練、その他の必要な

支援を提供します。 

医療型児童発達支援  

上肢、下肢又は体幹機能に障がいがあり、理学療法等の機能訓練や医療

的管理下での支援等が必要と認められた障がい児に対し、日常生活における

基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他必

要な支援と治療を行うサービスです。 

居宅訪問型児童発達支援  

重症心身障がい児や医療的なケアを必要とする重度の障がい児であって、

障害児通所支援を受けるために外出することが著しく困難な障がい児に対

し、居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付

与、その他必要な支援を提供します。 
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放課後等デイサービス 

就学中の障がい児に対し、授業の終了後や学校の休業日に、生活能力向

上のための訓練、社会との交流の促進、その他必要な支援を提供します。 

保育所等訪問支援  

保育所などを訪問し、障がい児に対し、集団生活に適応するための専門的

な支援、その他の必要な支援を提供します。 

障害児相談支援  

障害児支援利用援助 と継続障害児支援利用援助があります。 

 

 

障害児支援利用援助  

障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービスなど）等の

支給申請に際し、希望する障害児通所支援等の種類及び内容等につい

て記載した「障害児支援利用計画案 」の作成を行います。 

障害児通所支援等の支給決定後に、障害児通所支援事業所等 との

連絡調整等を行うとともに、支給決定に係る障害児通所支援等の種類

及び内容を記載した「障害児支援利用計画 」を作成します。 

継続障害児支援利用援助  

支給決定の有効期間内に、支給決定を受けた障害児通所支援等に係

る「障害児支援利用計画 」が適切かどうか、利用状況等を検証（モニタ

リング）し、必要に応じ「障害児支援利用計画 」の見直しを行います。 

 

2  サービス等の利用実績  

第４期及び第５期計画期間における障害福祉サービス等の利用実績は、以下の 

とおりです。 

※ 表中の実績値は、各年度３月分（例：平成 27 年度→平成 2 8 年３月分） 

です。令和２年度は、令和２年７月の実績値です。 

※ 単位の「人日 」は、「月間の利用人数 」×「１人１月あたりの平均利用  

日数 」です。 

 

 

【訪問系サービス】 
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総利用時間、実利用者数ともに、概ね計画値に近い数値で推移しています。 

１人１月あたりの平均利用時間（総利用時間／実利用者数）は、下表のとおり

減少傾向にあります。障がい者の高齢化に伴う介護保険サービス併用者の増加

などが要因として考えられます。 

１人１月あたりの平均利用時間の推移  

第４期 計 画  第５期 計 画  

H 2 7 年 度  H 2 8 年 度  H 2 9 年 度  H 3 0 年 度  R 元 年 度  R  2 年 度  

2 5 . 7 4  h  2 8 . 8 0  h  2 5 . 1 1  h  2 5 . 2 8  h  2 4 . 6 5  h  2 2 . 4 5  h  

 

 

【日中活動系サービス】 

生活介護及び就労継続支援（A 型、B 型）の利用日数、実利用者数に増加傾

向が見られます。 

就労継続支援（A 型）については平成 28 年度（2016 年度）に市内に、また平

成 31 年度（2019 年度）に近隣町に同サービスを提供する事業所が開設したため、

増加傾向が続いています。 

自立訓練（機能訓練）は、圏域内の２か所のサービス提供事業所の利用及び圏

域外での施設入所併用の利用が見られます。自立訓練（生活訓練）については、圏

域内にサービス提供事業所がなく、圏域外での施設入所併用の利用が主となってい

ます。両サービスとも、利用量は多くはありませんが、一定の利用があります。 

就労移行支援は、圏域外に精神障がい者や発達障がい者を対象とする事業所が多く、

市内からの利用が増加している一方で、令和元年度（2019 年度）に市内の事業所２か
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所がサービス提供を終了したことから、全体として利用者数は減少しています。 

短期入所利用者の減少は、事業所における人材不足及び、令和元年度以降について

は、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業所が受入れを控えたことが要因と考

えられます。 
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【居住系サービス】 

グループホームは、障がい者が地域で暮らすための居住の場として重要な社会

資源です。市内におけるグループホームの整備も毎年のようにあり、利用者数も

少しずつ増加を続け、令和元年度に施設入所者数を上回りました。 

 施設入所支援は、障がい者及び介護者の高齢化の影響により、一定の利用者数

からほぼ横ばいの状況が続いています。 

 

 

 

【相談支援 】  

計画相談支援の利用者数は増加傾向にあったことに加え、平成 30 年度（2018

年度）からモニタリングの標準期間が変更され、実施回数が増加したことを受け、

利用者数が伸びています。 

地域移行支援については、利用者の掘り起こしのほか、サービス導入に係る関

係機関との調整等、体制整備に多くの時間と労力を要することから、利用実績

としては伸び悩んでいます。 

地域定着支援については、知的障がい者や精神障がい者が、地域での生活に

移行するに際し、利用が進みつつあります。
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【障害児通所支援等 】  

 障害児相談支援については、相談支援事業所の不足により、セルフプランによ

る対応が増加しています。 

 児童発達支援については、市内での事業所の開設もあり、一時、新型コロナ

ウイルス感染症感染拡大に伴うサービス利用の自粛もありましたが、その後、利

用者が戻り、増加しています。 

 放課後等デイサービスは、大幅な利用量の増加が続いていましたが、平成 30

年度以降は、伸び率は落ち着きつつあります。 

 保育所等訪問支援は、利用が伸び悩んでいましたが、令和２年度（2020 年度）

では利用者数が２桁となり、サービスが定着し始めたものと考えられます。 
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第５章  
障害福祉サービス等及び障害児通所支援等
の見込量及び見込量確保のための方策 

 

※ 表中の実績値は、各年度３月分（例：平成 30 年度→平成 31 年 3 月分） 

です。令和２年度は、令和２年７月の実績値です。 

※ 単位の「人日 」は、「月間の利用人数 」×「１人１月あたりの平均利用  

日数 」です。（本章において、別に表記がない限り同様です。） 

 

１ 訪問系サービス 

( 1 )  サービスの見込量（1 か月あたり） 

これまでの利用実績を基礎としつつ、新型コロナウイルス感染症感染拡大

に伴うサービス利用の自粛を加味し、利用時間数及び利用者数を見込んで

います。 

 訪問系サービスの見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

居 宅 介 護 

重 度 訪 問 介 護 

同 行 援 護 

行 動 援 護 

重度障害者等包括支援 

7 , 3 3 1ｈ  7 , 6 1 7ｈ  7 , 3 2 0ｈ  7 , 4 0 0ｈ 7 , 5 0 0ｈ 7 , 6 0 0ｈ 

2 9 0 人  3 0 9 人  3 2 6 人  3 4 0 人  3 5 0 人  3 6 0 人  

 

(2 )  見込量確保のための方策  

市内の指定居宅介護事業所及び指定重度訪問介護事業所数は、令和２

年（2020 年）6 月現在 34 か所と第５期障がい福祉計画の基礎資料とした

平成 29 年（2017 年）6 月現在の 31 か所と比べ、３か所増えています。 

１人当たりの利用時間が減少傾向にありますが、全体の利用量は、障がい

の重度化や介護者の高齢化により増加が見込まれますので、事業の拡大に

ついて事業者に働きかけを行います。 
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２ 日中活動系サービス 

( 1 )  サービスの見込量（1 か月あたり） 

ア 生活介護  

これまでの利用実績を基礎としつつ、新型コロナウイルス感染症による

利用の減を加味したほか、令和３年度以降、新規開設や定員増を行う事

業所を見込むとともに、特別支援学校高等部卒業生の進路選択の予測を

加味し、利用量及び利用者数を算出しています。 

 生活介護の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

生 活 介 護 

8 , 7 1 2人日 9 , 3 7 0人日 9 , 6 3 4人日 1 0 , 0 0 0人日 1 0 , 4 0 0人日 1 0 , 8 0 0人日 

4 4 6 人  4 7 0 人  4 7 1 人  5 0 0 人  5 2 0 人  5 4 0 人  

 

イ 自立訓練（機能訓練） 

これまでの利用実績を基礎とし、利用量及び利用者数を見込んでいま

す。大幅な利用の増は見込まれませんが、一定のニーズは継続的にあるも

のと想定しています。 

 自立訓練（機能訓練）の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

自 立 訓 練 

（ 機 能 訓 練 ） 

1 0 4人日 8 9人日 8 7人日 9 0人日 1 0 5人日 1 2 0人日 

9 人  6 人  6 人  6 人  7 人  8 人  
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ウ 自立訓練（生活訓練） 

これまでの利用実績を基礎とし、利用量及び利用者数を見込んでいま

す。大幅な利用の増は見込まれませんが、一定のニーズは継続的にあるも

のと想定しています。 

 自立訓練（生活訓練）の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

自 立 訓 練 

（ 生 活 訓 練 ） 

2人日 4 7人日 9 7人日 1 0 0人日 1 0 0人日 1 0 0人日 

1 人  3 人  5 人  5 人  5 人  5 人  

 

エ 就労移行支援  

市内事業所数の減少もあり、利用者、利用量ともに減少傾向にありま

すが、特別支援学校高等部卒業生の進路として、一定のニーズがあること

を加味し、利用量及び利用者数を想定しています。 

 就労移行支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

就 労 移 行 支 援 

6 7 0人日 4 3 9人日 5 3 9人日 6 3 0人日 8 1 0人日 9 9 0人日 

4 0 人  2 7 人  2 8 人  3 5 人  4 5 人  5 5 人  
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オ 就労継続支援（Ａ型） 

これまでの利用実績を基礎とし、利用量及び利用者数を見込んでいま

す。 

 就労継続支援（Ａ型）の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

就 労 継 続 支 援 

（  Ａ  型  ）  

4 9 6人日 7 4 0人日 7 8 8人日 8 0 0人日 8 4 0人日 8 8 0人日 

2 5 人  3 8 人  3 9 人  4 0 人  4 2 人  4 4 人  

 

カ 就労継続支援（Ｂ型） 

これまでの利用実績を基礎とするとともに、特別支援学校高等部卒業

生の進路としてのニーズを加味し、利用量及び利用者数を見込んでいます。 

 就労継続支援（Ｂ型）の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

就 労 継 続 支 援 

（  Ｂ  型  ）  

7 , 2 5 4人日 7 , 1 5 9人日 7 , 6 2 3人日 7 , 7 0 0人日 8 , 0 0 0人日 8 , 3 0 0人日 

4 2 9 人  4 2 5 人  4 3 4 人  4 5 0 人  4 7 0 人  4 9 0 人  

キ 就労定着支援  

これまでの利用実績及び令和５年度における就労定着支援利用者数の

目標値を踏まえ、利用者数を見込んでいます。 

 就労定着支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

就 労 定 着 支 援  5 人  8 人  1 人  9 人  1 0 人  1 1 人  

ク 療養介護  



 
39 

これまでの利用実績を基礎とし、利用者数を見込んでいます。 

 療養介護の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

療 養 介 護 4 2 人  3 7 人  3 9 人  4 1 人  4 2 人  4 3 人  

ケ 短期入所（ショートステイ） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止による影響が顕著であったサービス

です。見込量の設定は、これまでの利用実績を踏まえるとともに、従前の

サービス供給水準に戻ることを想定し、福祉型と医療型に分け、行って

います。 

 短期入所（ショートステイ）の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

短 期 入 所 

（福 祉 型 ） 

6 1 2人日 4 3 6人日 3 7 6人日 5 0 0人日 5 5 0人日 6 0 0人日 

1 2 9 人  9 1 人  2 8 人  1 0 0 人  1 1 0 人  1 2 0 人  

短 期 入 所 

（医 療 型 ） 

4 0人日 2 4人日 4 4人日 5 0人日 5 5人日 6 0人日 

1 0 人  6 人  6 人  1 0 人  1 1 人  1 2 人  

 

(2 )  見込量確保のための方策  

障がい者が地域において生き生きとした生活を送るためには、その人に適

した日中活動の場が必要です。 

そのため、サービス利用希望者のニーズとサービス供給量のバランスを把握

し、供給量に不足が見込まれるサービスについては、事業者となり得る団体

等に対する情報の提供や供給体制整備に係る協議等を行うとともに、神奈

川県等とも協力して支援を検討していきます。 
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また、障がい者の自立を促進するに当たり、福祉施設から一般就労への移

行は、重要な要素であることから、就労移行支援 事業等の定員や受入れの

維持・拡大について事業者に働きかけていきます。 

 

３ 居住系サービス 

 ( 1 )  サービスの見込量（1 か月あたり） 

ア 共同生活援助（グループホーム） 

新規グループホーム開設による定員増及び第４章に掲載している福祉施

設入所者等の地域への移行等を勘案し、利用者数を見込んでいます。 

 共同生活援助の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

共 同 生 活 援 助 1 9 3 人  1 9 7 人  2 0 1 人  2 2 0 人  2 4 0 人  2 5 0 人  

イ 施設入所支援  

第４章に掲載している福祉施設入所者等の地域への移行等を勘案して、

利用者数を見込んでいます。 

 施設入所支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

施 設 入 所 支 援 1 9 3 人  1 9 6 人  1 9 3 人  1 9 3 人  1 9 3 人  1 9 2 人  

 

 

 

 

ウ 自立生活援助  

現状、圏域内にサービス提供事業所はありませんが、障がい者が安定し
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た地域生活を送る上で有効なサービスであると考えられますので、各年度

１名ずつを目標として利用者数を見込むこととします。 

 自立生活援助の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

自 立 生 活 援 助  0 人  0 人  0 人  1 人  1 人  1 人  

 

(2 )  見込量確保のための方策  

施設入所者等の地域生活への移行を促進する上で、グループホームは重要

な役割を担っています。また、在宅で障がい者を介助してきた親族等の高齢

化により、グループホーム等の地域の中で生活する場に関するニーズは、今

後とも高まるものと考えられるため、グループホーム等を運営しようとする事

業者に対して支援を行い、設置促進等を図るとともに、自治会や地域住民

の理解や援助も必要となることから、障がい及び障がい者についての理解の

促進に努めます。 

また、施設入所支援 については、障がいの重度化や介護者の高齢化など

により、今後、必要とする方が増加することが見込まれることから、障がい

者及び介護者のニーズ把握を行うとともに、必要な方が確実にサービスを利

用できるよう、一定の定員の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 相談支援  

 ( 1 )  サービスの見込量（１か月あたり） 
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ア 計画相談支援  

すべての障害福祉サービスの利用者が計画相談支援の対象となることが

基本ですが、セルフプランを作成する方が増加しています。 

これまでの利用実績に加え、潜在的な有資格者の把握・活用 、介護保  

険制度のケアマネージャーに対する参入の促進、相談支援事業者の負担軽

減策等についての事業者との協議など、計画相談支援の供給量を増やすた

めの対応を行っていくことを踏まえ、利用者数を見込んでいます。 

 計画相談支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

計画 相談 支援 1 6 9 人  2 2 9 人  2 5 6 人  2 7 0 人  2 8 0 人  2 9 0 人  

イ 地域相談支援  

地域移行支援については、精神病床への長期入院者への地域移行に関

する十分な情報提供や潜在的ニーズの掘り起こし等の利用促進を図って

いくことを踏まえ、毎年度１名ずつの利用を見込みます。 

地域定着支援は、サービスが徐々に浸透しつつありますので、これまで

の利用実績を踏まえるとともに、施設入所者の地域生活への移行見込数

等から利用者数を見込んでいます。 

 地域相談支援の見込量（１月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

地 域 移 行 支 援 1 人  0 人  0 人  1 人  1 人  1 人  

地 域 定 着 支 援 4 人  3 人  1 人  4 人  5 人  6 人  

 

(3 )  見込量確保のための方策  
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障害福祉サービスの利用者のすべてがサービス等利用計画を作成すること

とされていることから、相談支援専門員の人材確保、相談支援事業所の経

営状況改善への支援など、事業者と市が今後のサービス提供を見据えた対

応を図ります。 

５ 障害児通所支援等のサービス 

( 1 )  サービスの見込量（1 か月あたり） 

ア 児童発達支援  

これまでの利用実績を基礎としつつ、利用児数の拡大を念頭に、利用

量及び利用児数を見込んでいます。 

 児童発達支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

児 童 発 達 支 援 

1 , 5 3 4人日 1 , 2 4 4人日 1 , 9 3 5人日 2 , 1 0 0人日 2 , 2 0 0人日 2 , 3 0 0人日 

2 1 6 人  1 7 1 人  2 2 9 人  2 4 0 人  2 5 0 人  2 6 0 人  

イ 医療型児童発達支援  

近隣市町にもサービスを提供する事業者はなく、また、新規の開設の見

込もなく、利用実績もないことから、利用量及び利用児数は見込まない

こととします。 

 医療型児童発達支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

医療型児童発達支援 

0人日 0人日 0人日 ―  ― ― 

 0 人  0 人  0 人  ―  ― ― 

 

ウ 放課後等デイサービス 
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これまでの利用実績を基礎としつつ、今回、実施したアンケート調査の

内容を踏まえ、利用量及び利用児数を見込んでいます。 

 放課後等デイサービスの見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

放 課 後 等  

デイサービス 

3 , 4 9 4人日 3 , 4 1 5人日 3 , 7 8 9人日 4 , 2 0 0人日 4 , 5 0 0人日 4 , 8 0 0人日 

2 9 2 人  2 7 2 人  2 8 2 人  3 2 5 人  3 4 5 人  3 6 5 人  

エ 保育所等訪問支援  

これまでの利用実績を基礎としつつ、利用児数の拡大を念頭に利用量

及び利用児数を見込んでいます。 

 保育所等訪問支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

保育所等訪問支援 

2人日 3人日 1 1人日 1 2人日 1 3人日 1 4人日 

2 人  3 人  1 1 人  1 2 人  1 3 人  1 4 人  

オ 居宅訪問型児童発達支援  

県内でも指定事業所は１か所のみであり、圏域においてサービス提供を

予定している事業所がないことから、利用量及び利用児数は見込まない

こととします。 

 居宅訪問型児童発達支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

居宅訪問型 

児童発達支援 

0人日 0人日 0人日 －  －  －  

0 人  0 人  0 人  －  －  －  
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カ 障害児相談支援  

利用は減少傾向となっていますが、全ての障害児通所支援利用者が障

害児相談支援を受けることができるよう、事業者との協議や支援策を講

じることを踏まえ、供給量の拡大を目標に利用児数を見込んでいます。 

 障害児相談支援の見込量（1 か月あたり）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

障 害 児 相 談 支援  3 7 人  3 8 人  1 8 人  3 0 人  3 5 人  4 0 人  

キ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向け、関連分野の支

援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等の配置

を促進することが必要ですので、基幹相談支援センターに配置するコーデ

ィネーターについて、次のように目標を設定します。 

コーディネーター配置人数の見込量  

 

第５期 計 画 配 置 実 績  第 ６期 計 画 配 置 見 込  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

医 療 的ケア児に対

する関 連 分 野の支

援を調 整 するコー

ディネーターの配

置 人 数  

―  ― 1 人  1 人  1 人  1 人  

(2 )  見込量確保のための方策  

   本市では、障害児通所支援等のサービスを実施している事業所が、それぞ

れの事業所の特徴を生かし、事業所ごとに機能や役割を果たしています。今

後の取組みとして、見込量と実績の推移を勘案しながら、支援利用希望者

の受入態勢の確保や専門スタッフの充実について事業者に働きかけていきま

す。 
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第６章  地域生活支援事業の実施に関する事項  

 

１ 実施する事業の内容  
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・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・点字・声の広報等発行

・奉仕員養成研修（点訳奉仕員・朗読奉仕員等）

・複数市町村による意思疎通支援の共同実施促進

・家庭・教育・福祉連携推進事業

・盲人ホームの運営

・知的障害者職親委託

・雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業

就業・就労支援に関する事業

社会参加支援に関する事業

・専門性の高い相談支援事業（発達障害、高次脳機能障害等）

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

　（手話通訳者・要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

　（手話通訳者・要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）

・意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互の連絡調整事業

・広域的な支援事業（地域のネットワーク構築支援、発達障害者支援地域協議会等）

サービス・相談支援者、指導者育成事業

・審査会委員、相談支援従事者等、居宅介護従事者等、障害者ピアサポーター　等

日常生活支援に関する事業

・福祉ホームの運営

・オストメイト(人工肛門、人工膀胱造設者)社会適応訓練

・音声機能障害者発声訓練

・児童発達支援センター等の機能強化

・矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行促進

・医療型短期入所事業所開設支援

・障害者の地域生活の推進に向けた体制強化支援事業

社会参加支援に関する事業

・手話通訳者設置

・字幕入り映像ライブラリーの提供

・点字・声の広報等発行

・点字による即時情報ネットワーク

・都道府県障害者社会参加推進センター運営

・奉仕員養成研修（手話奉仕員、点訳奉仕員、朗読奉仕員等）

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・サービス提供者情報提供等

・障害者自立(いきいき)支援機器普及アンテナ事業

・企業ＣＳＲ連携促進

就業・就労支援に関する事業

・盲人ホームの運営

・重度障害者在宅就労促進(バーチャル工房支援)

・一般就労移行等促進

・障害者就業・生活支援センター体制強化等

重度障害者に係る市町村特別支援

障害福祉のしごと魅力発信事業

特別支援事業 予め厚生労働省に協議を行い承認を得て実施

都道府県地域生活支援事業

都道府県必須事業

都道府県任意事業

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・点字・声の広報等発行

・奉仕員養成研修（点訳奉仕員・朗読奉仕員等）

・複数市町村による意思疎通支援の共同実施促進

・家庭・教育・福祉連携推進事業

・盲人ホームの運営

・知的障害者職親委託

・雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業

就業・就労支援に関する事業

社会参加支援に関する事業
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( 1 )  必須事業  

地域生活支援事業として、次の事業を実施し、障がい者等の地域社会で

の自立した生活と社会参加を促進するよう努めます。 

なお、本市では、日常生活用具費給付事業、移動支援事業において、低

所得者層の利用者負担の無料化を図っています。 

ア 理解促進研修・啓発事業  

障がい者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁 」を

なくすため、日頃、障がい者等と接する機会の少ない市民に対して、障が

い者等に対する理解を深めるための研修会や啓発活動を行います。 

  イ 自発的事業支援事業  

障がい者団体や障がい関係施設自らが、地域を対象に行う活動を支援

します。 

・専門性の高い相談支援事業（発達障害、高次脳機能障害等）

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

　（手話通訳者・要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

　（手話通訳者・要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）

・意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互の連絡調整事業

・広域的な支援事業（地域のネットワーク構築支援、発達障害者支援地域協議会等）

サービス・相談支援者、指導者育成事業

・審査会委員、相談支援従事者等、居宅介護従事者等、障害者ピアサポーター　等

日常生活支援に関する事業

・福祉ホームの運営

・オストメイト(人工肛門、人工膀胱造設者)社会適応訓練

・音声機能障害者発声訓練

・児童発達支援センター等の機能強化

・矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行促進

・医療型短期入所事業所開設支援

・障害者の地域生活の推進に向けた体制強化支援事業

社会参加支援に関する事業

・手話通訳者設置

・字幕入り映像ライブラリーの提供

・点字・声の広報等発行

・点字による即時情報ネットワーク

・都道府県障害者社会参加推進センター運営

・奉仕員養成研修（手話奉仕員、点訳奉仕員、朗読奉仕員等）

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・サービス提供者情報提供等

・障害者自立(いきいき)支援機器普及アンテナ事業

・企業ＣＳＲ連携促進

就業・就労支援に関する事業

・盲人ホームの運営

・重度障害者在宅就労促進(バーチャル工房支援)

・一般就労移行等促進

・障害者就業・生活支援センター体制強化等

重度障害者に係る市町村特別支援

障害福祉のしごと魅力発信事業

特別支援事業 予め厚生労働省に協議を行い承認を得て実施

都道府県地域生活支援事業

都道府県必須事業

都道府県任意事業

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・点字・声の広報等発行

・奉仕員養成研修（点訳奉仕員・朗読奉仕員等）

・複数市町村による意思疎通支援の共同実施促進

・家庭・教育・福祉連携推進事業

・盲人ホームの運営

・知的障害者職親委託

・雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業

就業・就労支援に関する事業

社会参加支援に関する事業
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ウ  相談支援事業  

障がい者、障がい児者の保護者又は障がい者の介護を行う方などの一

般的な相談に応じ、必要な情報の提供や助言などを行うものです。 

本市及び足柄下郡３町では、令和２年 12 月に、障害者相談支援事業

の再編を行うとともに、地域における相談支援の中核的な役割を担う機

関として、基幹相談支援センターを設置しました。 

  エ 成年後見制度利用支援事業  

知的障がい者又は精神障がい者に対し、障がい者の自己決定権の尊重

や本人の保護を図るため、成年後見制度の利用を支援します。 

  オ 成年後見制度法人後見支援事業  

    成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施団体に対

する研修、安定的な実施のための組織体制の構築、専門職による支援体

制の構築などを行います。 

カ 意思疎通支援事業  

   (ア)  手話通訳者・要約筆記者派遣事業  

手話通訳者又は要約筆記者を派遣し、聴覚障がい者の情報保障を図

ります。 

(イ)  手話通訳者設置事業  

聴覚障がい者の情報保障を充実するため、障がい福祉課窓口に手話

通訳者を配置します。 

キ 日常生活用具費支給事業  

自立生活支援用具などを必要とする重度障がい者等に日常生活用具費

を給付し、日常生活の利便の向上を図ります。 

ク 手話奉仕員養成研修事業  

日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員、要約筆記に必

要な技術等を習得した要約筆記奉仕員を養成するため、研修会を開催し

ます。 
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ケ 移動支援事業  

    屋外での移動が困難な障がい者等に対して、外出のための支援を行うこ

とにより、地域における自立生活及び社会参加の促進を図ります。 

コ 地域活動支援センター事業  

創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進などを行

い、障がい者の日中活動の場となる地域活動支援センターの運営を支援し

ます。 

(2)  任意事業  

任意の地域生活支援事業として、次の事業を実施し、障がい者等が地域

社会で自立して生活できるよう、また、障がい者等の社会参加を促進するよ

う努めます。 

なお、本市では、訪問入浴サービス事業、日中一時支援事業において、低

所得者層の利用者負担の無料化を図っています。 

ア 日常生活支援に関する事業  

(ア)  訪問入浴サービス事業  

在宅での入浴が困難な重度障がい者に対して、訪問による入浴サービ

スを実施することにより、障がい者の身体の清潔の保持、心身機能の

維持等を図ります。 

(イ)  日中一時支援事業  

      障がい者等を預かり、日中における活動の場を確保することにより、

障がい者等の家族の就労支援及び一時的休息の取得の促進を図ります。 

イ 社会参加支援に関する事業  

(ア)  レクリエーション活動等支援  

     障がい者等の健康の保持促進を図り、社会参加の機会を拡大できるよ

う、多くの障がい児者が参加できるレクリエーション事業等を障がい福

祉関係団体と行政機関等が協力して実施します。 
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   (イ)  芸術文化活動振興  

     障がい者等の文化活動を通じた社会参加と障がい者相互、地域住民

との交流の機会の創出のため、県西地域の障害福祉サービス事業所等、

行政機関等が協力して、県西地区障害者文化事業を開催します。 

   (ウ)  点字・声の広報等発行  

     文字による情報の入手が困難な視覚障がい者等のため、点訳や音訳な

どの方法により、市広報紙や障がい福祉ガイドブックの情報を提供しま

す。 
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２ 事業の実施状況及び見込量等  

 

( 1 )  理解促進研修・啓発事業  

   これまでは、ノーマライゼーション理念普及事業として、地域ミーティン  

グ、ノーマライゼーション理念普及啓発講演会及び精神保健福祉地域交流会   

の開催を行ってきました。令和２年度からは、既存事業の整理や新規事業の 

追 加 を行 い、障 がいや障 がい者 に関 する市 民 の理 解 を深 めるため、理 解 促 進    

研修・啓発事業、合理的配慮提供促進事業 、精神保健福祉地域交流会開催事

業として実施します。 

 理解促進研修・啓発事業の実施状況と実施予定   

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

理 解 促 進 研 修  

・ 啓 発 事 業  
実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  

 

(2 )  自発的活動支援事業  

従前は、公募型事業のノーマライゼーション理念普及啓発講演会開催事業  

を自発的活動支援事業に位置付け実施していましたが、当該事業を理解促進  

 研修・啓発事業に移行したため、当該事業の中で自発的活動への支援を行っ  

 ています。今後、さらなる民間団体等の自発的活動の支援について、検討を 

 行います。 

 自発的活動支援事業の実施状況と実施予定   

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

自 発 的 活 動  

支 援 事 業  
(実 施 )  (実 施 )  (実 施 )  (実 施 )  (実 施 )  (実 施 )  
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(3 )  相談支援事業  

   令和２年度に、障害者相談支援事業 の再編を行うとともに、基幹相談支援  

 センターの設置を行いました。今後は、基幹相談支援センターを核とした重  

層的な相談支援体制を構築・強化していきます。  

 相談支援事業の実施状況と実施予定   

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

障 害 者 相 談 支援

事 業  
1 か所  1 か所  1 か所  1 か所  1 か所  1 か所  

基 幹 相 談 支 援  

セ ン タ ーの 設 置  
検 討  検 討  実 施  実 施  実 施  実 施  

基 幹 相 談 支 援  

セ ン タ ー 等  

機 能 強 化 事 業  

実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  

住 宅 入 居 等  

支 援 事 業  
―  ― ― 検 討  検 討  実 施  

    

(4 )  成年後見制度利用支援事業  

   成年後見等申立者数は、年々増加しています。今後も障がい者の権利擁護  

を推進するため、所要量を見込みます。  

 成年後見制度利用支援事業の実施状況と実施予定（年間）  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

成 年 後 見 制 度  

利 用 支 援 事 業  
1 4 件  1 8 件  1 9 件  2 1 件  2 3 件  2 5 件  

※  数 値 は、各 年 度 の申 立 費 用 助 成 及 び報 酬 助 成 の年 間 実 績 件 数 又 は年 間 見 込

件 数  

※  令 和２年 度 の数 値 は、年 間 見 込 件 数  
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(5 )  成年後見制度法人後見支援事業  

   現在は未実施の状況ですが、令和４年度から成年後見制度の利用の促進

に関する法律に基づく中核機関を設置予定であり、成年後見制度法人後見

支援事業も中核機関の機能の一つとして実施していくこととしています。 

 成年後見制度法人後見支援事業の実施状況と実施予定  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

成 年 後 見 制 度  

法人後見支援事業 
―  ― ― 検 討  実 施  実 施  

 

(6 )  意思疎通支援事業  

   手話通訳者・要約筆記者の派遣件数は、年度ごとの増減はありますが、 

350 件前後で推移していることを踏まえ、所要量を見込みます。 

  また、手話通訳者の設置については、県内他市に先駆けて、正規職員とし 

て手話通訳士を１名配置しています。今後も継続して配置していきます。  

 意思疎通支援事業の実施状況と実施予定（年間） 

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

手 話 通 訳 者・要 約

筆 記 者 派 遣 事 業  
3 6 7 件  3 4 8 件  2 0 0 件  4 0 0 件  4 0 0 件  4 0 0 件  

手話通訳者設置事業 1 人  1 人  1 人  1 人  1 人  1 人  

※  手 話 通 訳 者・要 約 筆 記 者 派 遣 事 業 の数 値は、各 年 度 の年 間派 遣 実 績 件 数  

又は年 間 派 遣 見 込 件 数 。なお、令 和２年 度の数 値は年 間 派 遣 見 込 件 数  

※  手 話 通 訳 者設 置 事 業 の数 値 は、各 年 度の設 置 実 績 人 数又 は設 置 見 込 人 数  

    

 

 

( 7 )  日常生活用具費支給事業  
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   障がい者の高齢化や障がいの重度化等により、給付件数は増加傾向にあ  

  ることから、特に介護・訓練支援用具や在宅療養等支援用具 、排せつ管理支  

  援 用具 等 の増 加 に加 え、定 期 的 な対 象 品 目 、助 成 基 準額 の改 訂 等 、より利 用

しやすい制度への見直しを行っていくことを踏まえ、所要量を見込みます。 

 日常生活用具費支給事業の実績と見込（年間） 

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

介 護 ・訓 練 

支 援 用 具 
1 4 件  1 4 件  2 4 件  2 5 件  2 6 件  2 7 件  

自 立 生 活 

支 援 用 具 
2 3 件  2 5 件  3 0 件  3 1 件  3 2 件  3 3 件  

在 宅 療 養 等 

支 援 用 具 
2 6 件  2 4 件  3 6 件  3 7 件  3 8 件  3 9 件  

情 報 ・意 思 疎 通 

支 援 用 具 
3 8 件  4 7 件  4 4 件  4 5 件  4 5 件  4 5 件  

排 せつ管 理 用 具 3 , 9 1 3 件  3 , 8 0 6 件  3 , 9 0 0 件  3 , 9 5 0 件  3 , 9 5 0 件  3 , 9 5 0 件  

居 宅 生 活 動 作 

補 助 用 具 
2 件  4 件  2 件  2 件  2 件  2 件  

※  数 値は、各 年度 の年 間 給 付 実 績 件数 又 は年 間 給 付 見 込 件数  

※  令 和２年 度 の数 値 は、年 間 見 込 件 数  
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(8 )  手話奉仕員養成研修事業  

   聴覚障がい者へのコミュニケーション支援の担い手の裾野を広げるた 

め、今後も継続して養成研修を実施していきます。 

手話奉仕員養成研修事業の実施状況と実施予定  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

手 話 奉 仕 員  

養 成 研 修 事 業  
1 5 人  1 2 人  0 人  2 0 人  2 0 人  2 0 人  

※ 数 値は、各 年 度の研 修 終 了 人 数 又は研 修 修 了 見 込 者 数  

※ 令 和２年 度 の数値 は、見 込 者 数  

    

(9 )  移動支援事業  

   需要に対し供給が不足しているサービスです。サービス提供事業者の 

受入れに係る環境整備等に対する支援により、利用量の増を見込みます。 

 移動事業の実績と見込（年間） 

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

年 間 実 利 用 者 数 2 0 8 人  2 1 9 人  1 5 0 人  1 8 0 人  2 0 0 人  2 2 0 人  

年間延べ利用時間 2 1 , 1 5 4 h  2 2 , 0 9 4 h  1 5 , 0 0 0 h  1 8 , 0 0 0 h  2 0 , 0 0 0 h  2 2 , 0 0 0 h  

※  令 和２年 度 の数 値 は、見 込 値  
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( 1 0 )  地域活動支援センター事業  

   事業所数及び実利用者数に変動は見込まれないことから、これまでの 

実績に基づき、利用量を見込みます。 

 地域活動支援センター事業の事業所数と実利用者数  

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

事 業 所 数 7 か所  7 か所  7 か所  7 か所  7 か所  7 か所  

１ 日 当 た り 

実 利 用 者 数 
6 3 人  6 2 人  6 5 人  6 5 人  6 5 人  6 5 人  

※  令 和２年 度 の数 値 は、見 込 値  

 

( 1 1 )  訪問入浴サービス事業  

   利用者数は横ばいの状況が続いていますが、1 人当たりの利用回数は 

増加傾向にありますので、これらを勘案し利用量を見込んでいます。 

 訪問入浴サービス事業の実績と見込（年間） 

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

年 間 実 利 用 者 数 1 4 人  1 3 人  8 人  1 3 人  1 3 人  1 3 人  

年間延べ利用回数 7 4 5 回  7 4 5 回  4 5 0 回  7 5 0 回  7 6 0 回  7 7 0 回  

※  令 和２年 度 の数 値 は、見 込 値  
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( 12 )  日中一時支援事業  

   需要に対し供給が不足していることに加え、新型コロナウイルス感染  

症による利用の減があり、令和２年度の実績の見込は前年度を大きく割  

り込むことが想定されます。コロナ後のサービス利用の回復及びサービ 

スを提供する事業者の受入れに係る環境整備等に対する支援により、利  

用量の増を見込みます。 

 日中一時支援事業の実績と見込（年間） 

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

年 間 実 利 用 者 数 1 3 5 人  1 4 9 人  7 0 人  1 3 0 人  1 4 5 人  1 6 0 人  

年間延べ利用回数 
3 , 3 2 7

回  
4 , 1 1 0 回  1 , 5 0 0 回  

2 , 7 0 0

回  

3 , 0 5 0

回  

3 , 4 0 0

回  

※  令 和２年 度 の数 値 は、見 込 値  

 

( 1 3 )  障がい者スポーツ・文化活動支援事業  

知的障がい者に休日における活動の場を提供する、知的障がい者サークル 

 活動事業の実施や、県西地区の障害福祉サービス事業所や行政、関係機関に 

より開催する、県西地区障害者文化事業への参画等、障がい者等の社会参加   

を促進する事業を実施します。 

 障がい者スポーツ・文化活動支援事業の実施状況と実施予定   

 

第５期 計 画 利 用 実 績  第 ６期 計 画 見 込 量  

平 成  

3 0 年 度  

令 和  

元 年 度  

令 和  

２年 度  

令 和  

３年 度  

令 和  

４年 度  

令 和  

５年 度  

スポーツ・文 化  

活 動の支 援  
実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  
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障がい者等やその家族、関係機関、地域のキーパーソン等に対して、サービス

内容とサービス提供事業者に関する情報を提供し、事業の円滑な実施を図るとと

もに、障がい者等が利用しやすいサービスとなるよう、当事者及び事業者からの

意見聴取や協議を行い、施策に反映させることで見込量の確保に努めます。 

 

  

３ 事業の見込量確保のための方策  
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第７章  計画の達成状況の点検及び評価  

 

障がい福祉計画におけるサービス見込量や数値目標の達成状況については、本

市と箱根町、真鶴町及び湯河原町で共同設置している「小田原市・箱根町・真鶴

町・湯河原町地域障害者自立支援協議会 」に報告し、点検・評価を受けるととも

に、計画の達成に必要な施策を実施します。 

また、必要に応じて障がい福祉課が中心となって、関係する各課及び各機関に

対する調査を実施し、事業の進捗状況や課題の把握を行います。 

各種の情報・要望については、毎年総合的に内容を分析し、計画の進捗状況の

点検と合わせて検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

小田原市・箱根町・真鶴町・湯河原町地域障害者自立支援協議会  組織図  

※各部会においては、必要に応じてオブザーバーとして関係機関の参加を依頼できます。  

相互に連携 
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参考１ 用語解説  

 

○社会的障壁（P.1 , 2 ,48） 

障がい者等にとって日常生活や社会生活を営む上で支障となる事物、制

度、慣行、観念のこと。「障がい」は個人の心身機能の障がいと社会的障壁

の相互作用によって創り出されているものであり、社会的障壁を取り除くの

は社会の責務である、という「障害の社会モデル」という考え方に基づく概

念  

 

○合理的配慮（P.1 , 2 ,3 , 17 , 52） 

障がいのある人が障がいのない人と平等に人権を享受し行使できるよう、

一人ひとりの特徴や場面に応じて発生する障がい・困難さを取り除くための、

個別の調整や変更（適切な便宜や助け）のこと 

 

〇地域共生社会（P.1 ,6 ,7） 

  地域のあらゆる住民が、互いに人格と個性を認め合いながら、「支え手 」  

と「受け手 」という関係を超えて、地域、暮らし、生きがいをともに創り、高

め合うことができる社会のこと 

 

○地域生活支援事業（P.3 ,46 ,48 ,50 ,64 ,66） 

市町村及び都道府県が、国（市町村にあっては都道府県も）の補助を 

受け、障がい者等が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができる

よう、それぞれの地域の特性や利用者の状況に応じて実施する事業のこと 

 

 

 

 

〇地域生活支援拠点等（P.7 ,9 , 10 , 14） 
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  障がいの重度化、障がい者の高齢化や「親亡き後 」を見据え、居住支援の

ための機能（相談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材

の確保・養成、地域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創意工夫により

整備された障がい者等の生活を地域全体で支えるサービス提供体制または

その場のこと 

 

〇基幹相談支援センター（P.7 ,8 , 14 , 18 ,20 ,45 ,49 ,53） 

  地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、総合的・専門

的な相談支援、地域の相談支援体制の強化の取組、地域移行・地域定着の

促進、権利擁護・虐待防止等の業務を総合的に行う機関  

 

〇精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム（P.7 , 13） 

高齢期におけるケアを念頭にしている「地域包括ケアシステム」に 

おける、必要な支援を地域の中で包括的に提供し、地域での自立した生  

活を支援するという考え方を、精神障がい者のケアにも応用したもの 

 

〇医療的ケア児（P.8 , 10 , 18 , 19 ,45） 

  医学の進歩を背景として、NICU（新生児集中治療室）等に長期入院した

後、引き続き、人工呼吸器の使用、たんの吸引（気管に溜まったたんを吸

引する）や経管栄養（口から食事が取れない子どもに対し、チューブを使っ

て、鼻や腹部の皮膚を通じて、胃に直接や栄養を送ること）などの医療的

なケアを必要とする子どものこと 

 

〇強度行動障がい（P.10） 

  直接的な他害（かみつき、頭突き）や間接的な他害（睡眠の乱れ等）、 

自傷行為等が、通常では考えられない頻度と形式で出現している状態のこ

と 

 

 

〇高次脳機能障がい（P.10） 
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  けがや病気などによる脳への損傷に基づく後遺症により、記憶、注意、遂

行機能、社会行動などの認知機能（高次脳機能）に障がいが生じ、日常生

活や社会生活に支障を来す状態のこと 

 

〇児童発達支援センター（P.10 , 18） 

地域の障がいのある児童を通所させて、日常生活における基本的動作の

指導、自活に必要な知識や技能の付与又は集団生活への適応訓練を行う施

設のこと。開設には、専門職員の配置などの人員基準や必要とする設備や

備品などを定めた設備基準の要件を満たす必要があります。 

 

○一般就労（P.10 , 12 , 15 , 16 , 17 ,25 ,40） 

障がい者の就労形態のひとつで、一般の企業などで雇用契約に基づいて

就業したり、在宅就労すること 

 

〇重症心身障がい児（P.18 ,27） 

  重い身体障がい（肢体不自由）の他に、様々な程度の精神遅滞（知的  

障がい)やてんかんや行動障がいなどを合併している児のこと。昭和 41 年の

旧厚生省の定義では、「身体的・精神的障害が重複し、かつ、それぞれの障

害が重度である児童 」とされている。 

 

〇ノーマライゼーション（P.52） 

  障がい者を特別視するのではなく、誰もがその人らしく暮らすことができ

る地域社会を実現できるよう条件が整えられ、ともに生きる社会こそノーマ

ルな社会であるとした思想  
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小田原市立病院と県立足柄上病院との連携・協力の方向性について 

 

１ これまでの経過 

(1) 設 置  

県西二次保健医療圏域にある公立２病院では、足柄上病院が県立病院機構の第三

期中期目標の達成、市立病院が建替えという課題を有している中で、地域の基幹病

院としての機能を有することから、その解決に当たり機能分化・連携だけでなく、

今後の県西地域全体の医療提供体制の在り方等を含めて行政や地域の医療関係者も

交えた議論が必要であるとし、令和元年度に「足柄上病院と小田原市立病院の機

能・連携方策に係る意見交換会」（以下「意見交換会」という。）を設置した。 

(2) 参加者 

 ２病院とその運営主体、関係自治体、団体等 

(3) 意見交換会における議論の概要 

これまでの２回の議論をもとに公立２病院の機能と連携の方向性についての取組

案の大枠をとりまとめ、次のとおり関係機関等からの意見集約をした。 

区分 議事の内容 主な意見 

8/6 
２病院の機能と連携の方

向性 

○救急、災害は両病院で機能強化が必要 

○２病院が共に全ての機能は不要で確実な機能

分化・連携を要望 

○地域包括ケアシステムの構築に関し民間病院

との連携方策の議論の深化が必要 

○２病院に災害、感染症に備えた病床数が必要

で将来需要の病床規模は、議論継続が必要  

9/4 ２病院の機能と連携 

10/6 
○２病院の連携・協力 

○市町の取組との連携 

10/20 ２病院の連携・協力 

(4) 協定の締結 

令和２年１０月２６日には、２病院の連携をより強化するため、小田原市・神奈

川県・神奈川県立病院機構の３者による基本協定を締結した。 

 (5) 意見交換会の議論等を踏まえた公立２病院に必要な機能等 

これまでの意見交換会の議論等を踏まえ、公立２病院に必要な機能等や診療機能

の確保・充実強化の方向性、具体的な診療機能と連携の内容について、次のとおり

令和２年１１月２４日に行われた第２回意見交換会で方向性（案）をとりまとめた。 

資料５ 
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区  分 内     容 

２病院がともに機

能を有しかつ連携

が必要なもの 

○高度急性期・急性期機能 

市 立 病 院：三次救急機能を充実 

足柄上病院：二次救急機能を強化 

○急性心筋梗塞や脳卒中などの主要な疾患等に対応した機  

能 

○感染症・災害等の危機管理機能 

○地域医療を支援する機能 

２病院間で機能集

約が必要なもの 

がん放射線治療等は、医療資源の有効活用の観点から市立

病院に集約化 

地域包括ケアシス

テムの構築 

○２病院は、地域医療支援病院として、地域の医療機関と

の連携を推進 

○足柄上病院は、構想区域内の回復期機能を担う医療機関

との連携による回復期機能の充実 

２病院の病床規模

について 

今後の入院医療や在宅医療等の医療需要に対応し、地域完

結型の医療提供体制を確保していくため、地域の医療機関

と連携し地域の基幹病院として機能できる病床規模が必要 

２ 今後の予定 

令和２年１２月３日の県西地区保健医療福祉推進会議で意見聴取をし、今後は、令

和３年３月までに連携・協力の方向性（案）をとりまとめ、地域医療構想の実現を目

指して、当圏域における医療提供体制の確保のため、新病院建設に向けた地域医療介

護総合確保基金の活用について神奈川県との調整を図る。 

令和３年４月に、基本協定に基づく連携推進会議を設置する予定である。 

３ ２病院の連携・協力の主な内容 

  ２病院の連携と協力の方向性（案）の基本的な考え方等は、次のとおりである。 

  なお、詳細は、別添の資料に記載している。 

区 分 内   容 

基本的な考

え方 

○医療提供体制の構築及び推進に当たり、緊密な連携協力により取り

組む。 

○医療機関との連携を強化し、医療需要や医療資源の状況に応じた各

医療機関の特色や強みを活かす機能分化・連携強化を進め、高度急

性期から急性期、回復期、在宅医療までの切れ目のない地域完結型

の医療提供体制を構築 

○地域住民に将来に渡る安全・安心で質の高い医療を安定的に提供  
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将来の医療

需要を踏ま

えた医療提

供体制の構

築 

県内でも特に高齢化が進む状況から、将来の医療需要や医療資源の有

効活用の国の方向性、新型コロナウイルス感染症等での課題を踏ま

え、診療機能の充実強化を次の方向性で進めるとともに、地域の医療

機関との相互連携のもとで地域医療提供体制の構築及び推進を図る。  

(1) 市 立 病 院 

高度急性期・急性期医療、がん治療、小児・周産期医療、高度医

療の提供、地域医療支援病院、災害拠点病院等 

(2) 足柄上病院 

急性期医療、回復期医療の充実と高齢者医療の提供、総合診療の

提供、災害拠点病院、地域医療支援病院、地域包括ケアの推進、感

染症治療等 

 


